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令和３年３月教育委員会定例会議事日程 

 

新潟市教育委員会 

日 時 令和３年３月１８日（木） 午後３時３０分 開会 

場 所 新潟市役所ふるまち庁舎４階 教育会議室１ 

日 程 第１ 会議録署名委員の指名 

 

第２ 付議事件 

議案第３９号 新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の 

一部改正について･････････････････････････････････１ 

議案第４０号 新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行 

       規則及び新潟市臨時教育職員に関する規則の一部改正 

       について･･･････････････････････････････････････１９ 

議案第４１号 新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例施行規則の 

一部改正について･･･････････････････････････････３２ 

議案第４２号 新潟市長から委任を受けた新潟市芸術創造村 

・国際青少年センターの管理に関する規則の 

一部改正について･･･････････････････････････････３６ 

議案第４３号 教育財産の用途廃止について･････････････････････４２ 

議案第４４号 事務局及び機関の長の人事について･･･････････当日配布 

議案第４５号 市立学校園の校園長の人事について･･･････････当日配布 

 

第３ 報告 

・第３次多忙化解消行動計画の策定について･････････････････････別冊 

・授業づくりリーフレット電子版「e-Support」について････････････１ 

・新潟市教育情報セキュリティポリシーについて･････････････当日配布 

・指導が不適切な教育職員に関する報告について･････････････当日配布 

 

第４ 次回日程 

  ４月定例会 令和 ３年 ４月２３日（金）午後３時３０分 

  ５月定例会 令和 ３年 ５月２８日（金）午後３時３０分 

 

第５ 閉会 
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議案第３９号  

新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部改正について 

新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部改正について，次のとおりとしたいため議

決を求める。  

令和３年３月１８日提出 

新潟市教育委員会  

教育長 前田 秀子  

 

新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部改正について 

 

１ 改正理由 

統合型校務支援システムの導入に伴い，システムから出力される「卒業予定児童名

簿」「卒業児童名簿」「卒業生徒名簿」の様式を改める。また，市民生活課所管の住

民異動届兼職権記載書の４枚複写の中の「指定校通知書」の帳票変更に伴い様式を改

める。 

入学通知書の「入学についてのお知らせ」案内がわかりやすいよう記載を改める。 

国の行政手続きにおける押印の見直しの取組みを踏まえ、就学義務に関わる願書の 

一部を改正する。 

２ 改正内容 

（１）第５条第１項中「別記様式第２号」を改める。 

（２）第６条第１項中「別記様式第１号の３」を改める。 

（３）第６条第２項中「別記様式第２号の２」を改める。 

（４）第８条第１項中「別記様式第７号」を改める。 

（５）第１１条第１項中「別記様式第５号（その１）並びに（その２）」を改める。 

（６）第１１条第１項中「別記様式第６第（その１）並びに（その２）」を改める。 

（７）「別記様式第１３号」を改める。 

 

付議　1



 

３ 施行期日 

令和３年４月１日 

付議　2



 

 新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。  

  令和３年３月  日 

新潟市教育委員会  

                    教育長        

新潟市教育委員会規則第  号  

   新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則の一部を改正する規則 

 新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則（昭和３３年新潟市教育委員会規則第３号）の

一部を次のように改正する。  

  

第５条第１項中「別記様式第２号」を次のように改める。  

 

 

 

 

 

付議　3



 

 第６条第１項中「別記様式第１号の３」を次のように改める。  

 

 

付議　4



 

第６条第２項中「別記様式第２号の２」を次のように改める。  
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第８条第１項中「別記様式第７号」を次のように改める。  
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第１１条第１項中「別記様式第５号」（その１）を次のように改める。  

 

 

 

付議　7



 

第１１条第１項中「別記様式第５号」（その２）を次のように改める。  

                                        

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

氏　名 生年月日 性別
備考番号

児　　童
保護者名 現　住　所

【卒業児童名簿】 新潟市立        小学校

付議　8



 

第１１条第１項中「別記様式第６号」（その１）を次のように改める。  

  

 

付議　9



 

第１１条第１項中「別記様式第６号」（その２）を次のように改める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏　名 生年月日 性別
備考番号

生　　徒
保護者名 現　住　所

【卒業生徒名簿】 新潟市立        中学校  

付議　10



 

 「別記様式第１３号」を次のように改める。 

  

   附 則  

この規則は，令和３年４月１日から施行する。 
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新潟市学齢児童生徒の就学に関する規則(昭和33年新潟市教育委員会規則第3号)新旧対照表（案） 

改正後（案） 現行 備考 

 

別記様式第２号（第５条関係）  

 

  

  

  別記様式第１号の３（第６条の１関係） 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  別記様式第2号（第5条関係） 

 

 

 

別記様式第１号の３（第６条の１関係） 

 

 

 

卒業予定児童（　　　　）名簿（学齢簿）

新潟市立 小学校
担任市民

現住所 児童氏名 性別 続柄 備考生年月日 保護者氏名
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記様式第２号の３（第５条関係及び第６条の２関係） 

 

    

 

別記様式第７号（第８条関係） 

 

 

 

 

別記様式第２号の３（第５条関係及び第６条の２関係） 

 

 

 

 

 

別記様式第７号（第８条関係） 
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別記様式第５号（第１１条関係） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第５号（第１１条関係） 
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別記様式第５号（その２）（第１１条関係） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第５号（その２）（第１１条関係） 
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 別途様式第６号（その１）（第１１条関係） 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第６号（その１）（第１１条関係） 
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別記様式第６号（その２）（第１１条関係） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第６号（その２）（第１１条関係） 
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別記様式第１３号 

 

    

 

 

別記様式第１３号 
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議案第４０号  

新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則及び 

新潟市臨時教育職員に関する規則の一部改正について 

新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則及び新潟市臨時教育職員に関す

る規則の一部改正について，次のとおりとしたいため議決を求める。 

令和３年３月１８日提出 

新潟市教育委員会  

教育長 前田 秀子  

 

新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則及び 

新潟市臨時教育職員に関する規則の一部改正について 

 

１ 改正理由 

臨時教育職員のうち常勤講師の休暇制度については，市長部局の臨時的任用職員の

休暇制度に合わせる取扱いをしているところ，今般，市長部局の臨時的任用職員の休

暇制度に，新たに介護休暇等が設けられたことに伴い，関係規則について所要の改正

を行うもの。また，併せて，その他必要な規定の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

（１）新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則において，常勤講師

の休暇についての特例を，教育委員会規則（＝新潟市臨時教育職員に関する規

則）で別に定めることを明示する。（第１条関係） 

（２）常勤講師の休暇について，新潟市臨時職員に関する規則に規定する臨時職 員

の例によるものとする。（第２条関係） 

 

３ 施行期日 

令和３年４月１日 
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 新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則及び新潟市臨時教育職員に関

する規則の一部を改正する規則をここに公布する。  

  令和３年３月  日 

                    新潟市教育委員会  

                    教育長  

新潟市教育委員会規則第  号  

   新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則及び新潟市臨時教育職員

に関する規則の一部を改正する規則  

 （新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則の一部改正）  

第１条 新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例施行規則（平成２９年新潟市教

育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。  

  第１６条第３項中「第８条」を「第９条」に改める。  

  第２３条の次に次の１条を加える。  

  （常勤講師の休暇に関する特例）  

 第２３条の２ 常勤講師の休暇に関する特例は，別に教育委員会規則で定める。  

 （新潟市臨時教育職員に関する規則の一部改正）  

第２条 新潟市臨時教育職員に関する規則（平成２９年新潟市教育委員会規則第６号）の

一部を次のように改正する。  

  第２条第１号中「者」を「もの」に改め，同号ア中「第２２条第２項」を「第２２条

の３第１項」に改める。 

  第３条第１項中「次」の次に「の各号に掲げる臨時教育職員の区分に応じ，当該各号」

を加え，同項第１号アからウまで以外の部分を次のように改める。  

    常勤講師 次のアからウまでに掲げる常勤講師の区分に応じ，それぞれアからウ

までに定める期間  

  第３条第１項第１号ア中「第２２条第２項」を「第２２条の３第１項」に改め，同条
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第２項中「所定」を「，所定」に改める。  

  第４条を次のように改める。  

  （常勤講師の休暇） 

 第４条 常勤講師の休暇は，新潟市臨時職員に関する規則（平成６年新潟市規則第２３

号）第２条に規定する臨時職員の例による。  

  第５条中「令和２年新潟市規則第４２号）」の次に「第１条」を加える。  

  第６条中「を準用する」を「の定めるところによる」に改める。 

  第７条中「施行に」の次に「関し」を加え，「別に教育委員会が」を「，教育委員会

が別に」に改める。  

  別表第１及び別表第２を削る。  

   附 則  

 この規則は，令和３年４月１日から施行する。  

付議　21
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(昭

和
25

年
法

律
第

26
1号

。
以

下
「
地

公
法

」
と
い

う
。

)

第
2
2条

の
3第

1項
 

ア
 
地
方

公
務
員

法
(昭

和
25

年
法

律
第

26
1号

。
以

下
「
地

公
法

」
と
い

う
。

)

第
2
2条

第
2項

 
 

イ
・

ウ
 

(略
) 

イ
・

ウ
 

(略
) 

 
(2

)・
(3

) 
(略

) 
(2

)・
(3

) 
(略

) 
 

(任
用

期
間

) 
(任

用
期
間

) 
 

第
3条

 
臨

時
教

育
職
員

の
任
用

期
間
に

つ
い
て

は
，
次

の
各
号

に
掲
げ

る
臨
時

教

育
職

員
の

区
分
に

応
じ
，

当
該
各

号
に
定

め
る
と

こ
ろ
に

よ
る
。

 

第
3条

 
臨

時
教

育
職

員
の

任
用

期
間
に

つ
い

て
は

，
次

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ

る
。

 
 

(1
) 

常
勤
講

師
 
次

の
ア
か

ら
ウ

ま
で
に

掲
げ
る

常
勤
講

師
の
区

分
に
応

じ
，

そ
れ

ぞ
れ

ア
か
ら

ウ
ま
で

に
定
め

る
期
間

 

(1
) 

常
勤
講

師
 

 

ア
 

地
公

法
第

22
条

の
3
第

1
項

の
規

定
に

よ
り
任

用
す

る
常

勤
講

師
 

6月

の
範

囲
内

で
必

要
と

認
め

る
期
間

。
た

だ
し

，
任

用
期

間
満
了
後

，
引
き

続
き
任
用

す
る
必

要
が

あ
る

場
合

は
，

1回
に
限

り
，

6月
の
範
囲

内
で
任

用
期

間
を

更
新
す

る
こ
と

が
で
き

る
。

 

ア
 

地
公
法
第

2
2
条

第
2項

の
規

定
に

よ
り
任

用
す
る
常

勤
講
師

 
6月

の
範

囲
内

で
必

要
と

認
め

る
期

間
。
た

だ
し

，
任

用
期

間
満

了
後
，
引

き
続
き

任
用
す
る

必
要
が

あ
る

場
合

は
，

1回
に

限
り
，

6月
の
範

囲
内
で

任
用
期

間
を

更
新

す
る
こ

と
が
で

き
る
。

 

 

イ
・

ウ
 

(略
) 

イ
・

ウ
 

(略
) 
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(2
) 

(略
) 

(2
) 

(略
) 

 
2 

臨
時

教
育
職

員
は
，
所
定
の
任

用
期
間

の
満
了

に
よ
り

身
分
を

失
う
も

の
と
す

る
。

 

2 
臨

時
教

育
職

員
は

所
定

の
任

用
期
間

の
満

了
に

よ
り

身
分

を
失

う
も

の
と

す

る
。

 
 

(
常
勤

講
師
の

休
暇

) 
(
常
勤

講
師
の

休
暇

) 
 

第
4条

 
常
勤

講
師
の

休
暇

は
，
新

潟
市
臨

時
職
員

に
関
す

る
規
則

(平
成
6
年

新
潟

市
規

則
第

2
3号

)第
2条

に
規

定
す

る
臨
時

職
員
の

例
に
よ

る
。
 

第
4条

 
常
勤

講
師
に

別
表
第

1に
定

め
る

年
次
有

給
休
暇

を
付
与

す
る

。
 

 

 
2
 
常

勤
講
師

の
年
次

有
給

休
暇

の
単
位

は
，
1日

，
半

日
又

は
1
時
間

(
1日

当
た
り

の
勤

務
時

間
が
7
時

間
45
分

に
満

た
な

い
者

に
つ

い
て

は
，
1日

又
は
1
時

間
)
と

す
る

。
 

 

 
3
 

半
日

を
単

位
と

す
る

年
次
有

給
休

暇
は

，
2
回

を
も

っ
て
1日

に
，
1
時

間
を
単

位
と

す
る

年
次
有

給
休
暇

は
，
8
時
間

を
も
っ

て
1
日
に

，
4
時
間

を
も
っ

て
半
日

と
す

る
。
 

 

 
4
 
年

次
有
給

休
暇

(こ
の

項
の
規

定
に
よ

り
繰
り

越
さ
れ

た
も
の

を
除
く

。
)
は
，

そ
の

付
与

さ
れ
た

日
数
を

限
度
と

し
て
，
翌

年
度

(年
度

の
途

中
に

付
与
さ

れ
た

年
次

有
給

休
暇

に
あ

っ
て

は
，
翌

々
年

度
に

お
け

る
そ

の
付
与
さ

れ
た

月
の
前

月
ま
で

)に
繰

り
越
す

こ
と

が
で

き
る

。
 

 

 
5
 

常
勤

講
師
(
第

4
号

か
ら

第
6号

ま
で

，
第
11
号

か
ら

第
13
号

ま
で

及
び

第
16
号

に
あ

っ
て

は
，
6
月

以
上

の
任

期
若

し
く
は

任
用
予

定
期
間

が
定
め

ら
れ
て

い
る

者
又

は
6
月

以
上

継
続

勤
務
し
て

い
る

者
に

限
る

。
)
が

次
の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
場

合
は

，
当

該
各
号

に
掲

げ
る

期
間

の
有

給
の
特
別

休
暇

を
付
与

す
る

。
 

 

 
(
1
) 

常
勤
講

師
が
選

挙
権

そ
の

他
公
民

と
し
て

の
権
利

を
行
使

す
る
場

合
で
，

そ
の

勤
務

し
な

い
こ

と
が

や
む
を

得
な

い
と

認
め

ら
れ

る
と
き
 

必
要

と
認

め
ら

れ
る

期
間
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(
2
) 

常
勤
講

師
が
裁

判
員
，
証

人
，
鑑
定

人
，
参

考
人

等
と
し

て
地
方

公
共
団

体
の

議
会

，
裁

判
所

そ
の

他
官
公

署
へ

出
頭

す
る

場
合

で
，
そ
の

勤
務

し
な

い
こ

と
が

や
む
を

得
な
い

と
認
め

ら
れ
る

と
き
 

必
要
と

認
め
ら

れ
る
期

間
 

 

 
(
3
) 

8
週

間
(
多

胎
妊

娠
の
場
合

に
あ

っ
て

は
，
14
週

間
)
以

内
に

出
産

す
る
予

定
で

あ
る

女
性

の
常

勤
講

師
が
届

け
出

た
場

合
 

出
産

の
日
ま
で

の
届

け
出

た
期

間
 

 

 
(
4
)
 

妊
娠

中
又

は
出

産
後

1
年

以
内

の
女

性
の

常
勤

講
師

が
母

子
保

健
法

(
昭

和
40
年

法
律

第
1
41
号

)
第

10
条

に
規

定
す

る
保

健
指

導
又

は
同
法

第
13
条

に

規
定

す
る

健
康

診
査

を
受

け
る
場

合
 

妊
娠

満
23
週

ま
で

は
4
週

間
に
1
回

，

妊
娠

満
2
4
週

か
ら

満
35
週

ま
で

は
2
週

間
に
1
回

，
妊

娠
満
36
週

か
ら

出
産
ま

で
は
1
週

間
に

1回
，
産
後

1年
ま
で

は
そ
の

間
に

1回
(医

師
等

の
特

別
の
指

示

が
あ

っ
た

場
合
に

は
，
い
ず

れ
の

期
間
に

つ
い
て

も
そ
の

指
示
さ

れ
た
回

数
)

に
つ

い
て

，
そ

れ
ぞ
れ

，
1日

の
正

規
の
勤

務
時
間

等
の
範

囲
内
で

必
要
と

認

め
ら

れ
る

期
間
 

 

 
(
5
) 

妊
娠
中

の
女
性

の
常

勤
講

師
が
通

勤
に
交

通
機
関

を
利
用

す
る
場

合
で
，

そ
の

混
雑

の
程

度
が

母
体

又
は
胎

児
の

健
康

保
持

に
影

響
が
あ
る

と
認

め
ら

れ
る

と
き

 
正

規
の

勤
務

時
間

等
の

始
め

又
は

終
わ

り
に
つ

き
1
日

を
通

じ

て
1時

間
を
超

え
な
い

範
囲

内
で

そ
れ
ぞ

れ
必
要

と
さ
れ

る
期

間
 

 

 
(
6
) 

妊
娠
に

起
因
す

る
つ

わ
り
，
浮

腫
，
た

ん
ぱ
く

尿
，
高
血

圧
症
，
静

脈
瘤

(
り

ゅ
う
)
そ

の
他

こ
れ

ら
に
類
す

る
症

状
に

よ
り

就
業

が
著
し
く

困
難

な
場

合
 

一
の

妊
娠

の
期

間
内

に
お
い

て
，
1
0
日

未
満

の
範

囲
内
で
そ

の
都

度
必

要
と

す
る

期
間
 

 

 
(
7
) 

女
性

の
常

勤
講

師
が
出
産

し
た

場
合
 

出
産

の
日

の
翌
日

か
ら
8
週

間
を

経
過

す
る

日
ま

で
の

期
間
(
産
後

6
週

間
を

経
過

し
た

女
性
の
常

勤
講

師
が
就

 

付議　25



 業
を

申
し

出
た

場
合

に
お

い
て
医

師
が

支
障

が
な

い
と

認
め
た
業

務
に

就
く

期
間

を
除

く
。

) 

 
(
8
) 

生
理

日
の

就
業

が
著
し
く

困
難

な
場

合
 

連
続

す
る
2日

以
内

で
必

要
と

す
る

期
間
 

 

 
(
9
) 

生
後
1
年

に
達

し
な

い
子
を

育
て

る
常

勤
講

師
が

，
そ
の
子

の
保

育
の
た

め
に

必
要

と
認

め
ら

れ
る

授
乳
等

を
行

う
場

合
 

1
日

2
回

そ
れ
ぞ

れ
3
0
分

以

内
の

期
間

(男
性

の
常

勤
講

師
に

あ
っ
て

は
，
そ
の

子
の
当

該
職

員
以
外

の
親

が
当

該
職

員
が

こ
の

号
の

休
暇
を

使
用

し
よ

う
と

す
る

日
に
お
け

る
こ

の
号

の
休

暇
(
こ

れ
に

相
当

す
る
休
暇

を
含

む
。
)
を

承
認

さ
れ
，
又

は
労

働
基
準

法
(
昭

和
22
年

法
律

第
49
号

)
第

6
7
条

の
規

定
に

よ
り

同
日

に
お
け

る
育

児
時

間
を

請
求

し
た

場
合

は
，
1
日

2回
そ

れ
ぞ

れ
30
分

か
ら

当
該

承
認

又
は

請
求

に
係

る
各

回
ご
と

の
期
間

を
差
し

引
い
た

期
間
を

超
え
な

い
期
間

) 

 

 
(
1
0)
 

常
勤

講
師

が
骨

髄
移
植
の

た
め

の
骨

髄
若

し
く

は
末
梢
(
し

ょ
う
)
血

幹

細
胞

移
植

の
た

め
の

末
梢

血
幹
細

胞
の

提
供

希
望

者
と

し
て
そ
の

登
録

を
実

施
す

る
者

に
対

し
て

登
録

の
申
出

を
行

い
，

又
は

配
偶

者
，
父
母

，
子

及
び

兄
弟

姉
妹

以
外

の
者

に
，

骨
髄
移

植
の

た
め

骨
髄

若
し

く
は
末
梢

血
幹

細
胞

移
植

の
た

め
末

梢
血

幹
細

胞
を
提

供
す

る
場

合
で

，
当

該
申
出
又

は
提

供
に

伴
い

必
要

な
検

査
，

入
院

等
の
た

め
勤

務
し

な
い

こ
と

が
や
む
を

得
な

い
と

認
め

ら
れ

る
と
き

 
必
要

と
認
め

ら
れ
る

期
間
 

 

 
(
1
1)
 

常
勤

講
師

が
結

婚
す
る
場

合
で

，
結

婚
式

，
旅

行
そ
の
他

の
結

婚
に
伴

い
必

要
と

認
め

ら
れ

る
行

事
等
の

た
め

勤
務

し
な

い
こ

と
が
相
当

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
と

き
 

結
婚

の
日
の

5
日

前
の

日
か

ら
当

該
結
婚
の

日
後
1
月

を

経
過

す
る

ま
で

の
間

に
お

け
る

原
則

と
し

て
連

続
す

る
5
日

の
範

囲
内

の
期

間
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(
1
2)

 
常

勤
講

師
が

妻
(
届

出
を

し
な

い
が

事
実

上
婚

姻
関
係

と
同

様
の

事
情

に
あ

る
者

を
含
む

。
以

下
こ

の
号

及
び
次

号
に
お

い
て
同

じ
。
)
の
出

産
に
伴

い
勤

務
し

な
い

こ
と

が
相

当
で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
場

合
 

常
勤

講
師

の
妻

が
出

産
す

る
た

め
病

院
に

入
院

す
る

等
の

日
か

ら
当

該
出
産

の
日

後
2
週

間

を
経

過
す

る
ま
で

の
間
に

お
け
る

2日
の

範
囲

内
の
期

間
 

 

 
(
1
3)

 
常

勤
講

師
の

妻
が

出
産

す
る

場
合

で
あ

っ
て

そ
の

出
産

予
定

日
の

6
週

間
(
多

胎
妊

娠
の

場
合

に
あ
っ
て

は
，
1
4
週

間
)
前

の
日

か
ら
当

該
出

産
の
日

後
8週

間
を
経

過
す
る

日
ま

で
の

期
間
に

あ
る
場

合
に
お

い
て
，
当

該
出
産

に

係
る

子
又

は
小
学

校
就
学

の
始
期

に
達
す

る
ま
で

の
子

(妻
の
子

を
含

む
。
以

下
こ

の
号

に
お
い

て
同
じ

。
)を

養
育
す

る
常
勤

講
師
が

，
こ
れ

ら
の
子

の
養

育
の

た
め

勤
務

し
な

い
こ

と
が
相

当
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る
と
き

 
当

該
期

間
内

に
お

け
る

3日
の

範
囲

内
の

期
間
 

 

 
(
1
4)
 

12
歳

に
達

す
る

日
以
後
の

最
初

の
3
月

3
1
日

ま
で

の
間
に

あ
る

子
(
配

偶

者
の

子
を

含
む

。
以

下
こ
の

号
に

お
い
て

同
じ

。
)を

養
育

す
る
常

勤
講
師

が
，

そ
の

子
の

看
護

(負
傷

し
，
若

し
く

は
疾
病

に
か
か

っ
た
そ

の
子
の

世
話
又

は

疾
病

の
予

防
を

図
る

た
め

に
必
要

な
も

の
と

し
て

そ
の

子
の
世
話

を
行

う
こ

と
を

い
う
。
)の

た
め
勤

務
し

な
い

こ
と
が

相
当
で

あ
る
と

認
め
ら

れ
る
場

合
 

一
の

年
度

に
お

い
て
5
日

(
そ

の
養

育
す

る
1
2
歳

に
達

す
る

日
以
後

の
最

初
の

3
月

31
日

ま
で

の
間
に

あ
る

子
が

2人
以

上
の

場
合
に

あ
っ

て
は
，
1
0日

)の
範

囲
内

の
期

間
 

 

 
(
1
5)
 

新
潟

市
職

員
の

勤
務
時
間

，
休

暇
等

に
関

す
る

条
例
(平

成
7
年

新
潟
市

条
例

第
2
号

)
第

15
条

第
1
項

に
規

定
す

る
日

常
生

活
を

営
む

の
に

支
障

が
あ

る
者
(
以

下
こ

の
号

に
お

い
て
「

要
介

護
者

」
と

い
う

。
)
の
介

護
を

行
う
常

勤
講

師
が

，
当

該
介

護
を

行
う
た

め
勤

務
し

な
い

こ
と

が
相
当
で

あ
る

と
認
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 め
ら

れ
る

場
合

 
任

用
期

間
内

に
お

い
て

5
日

(
要

介
護

者
が

2
人

以
上

の
場

合
に

あ
っ

て
は
，

1
0日

)の
範
囲

内
の
期

間
 

 
(
1
6)
 

常
勤

講
師

の
親

族
(
別

表
第
2
の

親
族

欄
に

掲
げ

る
親
族

に
限

る
。

以
下

こ
の

号
に

お
い
て

同
じ
。
)が

死
亡

し
た

場
合

で
，
常

勤
講

師
が

葬
儀
，
服

喪

そ
の

他
の

親
族

の
死

亡
に

伴
い
必

要
と

認
め

ら
れ

る
行

事
等
の
た

め
勤

務
し

な
い

こ
と

が
相

当
で

あ
る

と
認
め

ら
れ

る
と

き
 

親
族

に
応
じ
同

表
の

日
数

欄
に

掲
げ

る
連

続
す

る
日

数
(
葬

儀
の

た
め

遠
隔

の
地

に
赴
く

場
合

に
あ

っ

て
は

，
往

復
に
要

す
る
日

数
を
加

え
た
日

数
)
の

範
囲

内
の

期
間
 

 

 
(
1
7)

 
常

勤
講

師
が

父
母

の
追

悼
の

た
め

の
特

別
な

行
事

(
父

母
の

死
亡

後
任

命
権

者
が

別
に
定

め
る
年

数
内
に

行
わ
れ

る
も
の

に
限

る
。
)の

た
め

勤
務

し

な
い

こ
と

が
相
当

で
あ
る

と
認
め

ら
れ
る

場
合
 

1日
の

範
囲
内

の
期

間
 

 

 
(
1
8)
 

常
勤

講
師

が
夏

季
に
お
け

る
盆

等
の

諸
行

事
，

心
身
の
健

康
の

維
持
及

び
増

進
又

は
家

庭
生

活
の

充
実
の

た
め

勤
務

し
な

い
こ

と
が
相
当

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
場

合
 

一
の

年
の
7
月

か
ら
9
月

ま
で

の
期

間
内
に
お

け
る

，
原

則
と

し
て

連
続
す

る
5
日

の
範
囲

内
の
期

間
 

 

 
(
1
9)
 

地
震

，
水

害
，

火
災
そ
の

他
の

災
害

に
よ

り
常

勤
講
師
の

現
住

居
が
滅

失
し

，
又

は
損

壊
し

た
場

合
で
，

常
勤

講
師

が
当

該
住

居
の
復
旧

作
業

等
の

た
め

勤
務

し
な

い
こ

と
が

相
当

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
と
き

 
7
日

の
範

囲

内
の

期
間
 

 

 
(
2
0)
 

地
震

，
水

害
，

火
災
そ
の

他
の

災
害

又
は

交
通

機
関
の
事

故
等

に
よ
り

出
勤

す
る

こ
と

が
著

し
く

困
難
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

場
合
 
必

要
と

認
め

ら
れ

る
期

間
 

 

 
(
2
1)
 

地
震

，
水

害
，

火
災
そ
の

他
の

災
害

時
に

お
い

て
，
常
勤

講
師

が
退
勤

途
上

に
お

け
る

身
体

の
危

険
を
回

避
す

る
た

め
勤

務
し

な
い
こ
と

が
や

む
を
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 得
な

い
と

認
め
ら

れ
る
場

合
 
必

要
と
認

め
ら
れ

る
期

間
 

 
(
2
2)

 
公

務
上

の
負

傷
若

し
く

は
疾

病
又

は
通

勤
(
地

方
公

務
員

災
害

補
償

法

(
昭

和
42
年

法
律

第
1
21
号

)
第

2
条

第
2
項

及
び

第
3
項

に
規

定
す
る

通
勤

を
い

う
。
以

下
同
じ

。
)に

よ
る

負
傷
若

し
く
は

疾
病
の

場
合
 

医
師
の

証
明
に

よ

り
必

要
と

認
め
ら

れ
る
期

間
 

 

 
(
2
3)
 

公
務

上
の

負
傷

若
し
く
は

疾
病

又
は

通
勤

に
よ

る
負
傷
若

し
く

は
疾
病

以
外

の
負

傷
又
は

疾
病
の

場
合
 

医
師
の

証
明
に

よ
り
，
2箇

月
以

内
で
必

要

と
認

め
ら

れ
る
期

間
 

 

 
6
 

前
項

第
3
号

の
休

暇
を

，
出
産

が
早

ま
っ

た
こ

と
に
よ

り
4
週

間
(
多

胎
妊

娠
の

場
合

に
あ

っ
て

は
，
8
週

間
)
以
上

と
ら

な
か

っ
た

場
合

に
お
い
て

は
，

そ
の
残

日
数

か
ら

2
8を

減
じ

た
日

数
を
出

産
後
の

休
暇
に

繰
り
越

す
こ
と

が
で
き

る
。
 

 

 
7
 
第

5項
第
6
号

及
び

第
1
3号

か
ら
第

15
号

ま
で

の
休
暇

の
単
位

は
，
1
日

又
は

1時

間
と

し
，

同
項
第

2
2号

及
び

第
2
3
号

の
休

暇
の
単

位
は
，

1日
と

す
る

。
 

 

 
8
 

1時
間

を
単
位

と
す
る

特
別
休

暇
は
，

8時
間

を
も

っ
て

1日
に

換
算
す

る
。
 

 

 
9
 

第
5
項

の
期

間
の

計
算

に
つ
い

て
は

，
同

項
第
18
号

の
場
合
を

除
き

，
そ

の
期

間
中

に
週

休
日
及

び
休
日

を
含
む

も
の
と

す
る

。
 

 

(非
常

勤
講
師

の
勤
務

時
間

及
び

休
暇
等

) 
(非

常
勤

講
師

の
勤
務

時
間

及
び

休
暇
等

) 
 

第
5条

 
非

常
勤

講
師
の

勤
務
時

間
及
び

休
暇
等

は
，
新

潟
市
会

計
年
度

任
用
職

員

の
勤
務

時
間

，
休

暇
等

に
関

す
る

規
則

(令
和

2年
新

潟
市

規
則
第

42
号

)第
1条

に
規

定
す

る
会
計

年
度
任

用
職
員

の
例
に

よ
る
。

 

第
5条

 
非

常
勤

講
師
の

勤
務
時

間
及
び

休
暇
等

は
，
新

潟
市
会

計
年
度

任
用
職

員

の
勤

務
時

間
，
休

暇
等

に
関

す
る

規
則

(令
和

2年
新

潟
市

規
則
第

42
号

)に
規
定

す
る

会
計

年
度
任

用
職
員

の
例
に

よ
る
。

 

 

(服
務

) 
(服

務
) 

 
第

6条
 

臨
時
教

育
職
員

の
服
務

に
つ
い

て
は
，
新

潟
市

立
学
校

管
理
運

営
に
関

す

る
規

則
(昭

和
33

年
新

潟
市
教

育
委

員
会
規

則
第

1号
)の

定
め

る
と

こ
ろ
に

よ

る
。

 

第
6条

 
臨

時
教

育
職
員

の
服
務

に
つ
い

て
は
，
新

潟
市

立
学
校

管
理
運

営
に
関

す

る
規
則

(昭
和

33
年

新
潟

市
教
育

委
員
会

規
則
第

1号
)を

準
用
す

る
。
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(そ
の

他
) 

(そ
の

他
) 

 
第

7条
 

こ
の
規

則
に
定

め
る
も

の
の
ほ

か
，
こ

の
規
則

の
施
行

に
関
し

必
要
な

事

項
は
，
教

育
委
員

会
が
別

に
定
め

る
。

 

第
7条

 
こ

の
規

則
に
定

め
る
も

の
の
ほ

か
，
こ

の
規
則

の
施
行

に
必
要

な
事
項

は

別
に

教
育

委
員
会

が
定
め

る
。

 
 

 
別

表
第

1(
第
4
条

関
係

) 
 

 
 

 
 

 
任

用
期
間

(月
) 

年
次

有
給

休
暇

(日
) 

 
 

 
 

 
 

 
1
 

2
 

 
 

 
 

 
 

 
2
 

3
 

 
 

 
 

 
 

 
3
 

5
 

 
 

 
 

 
 

 
4
 

7
 

 
 

 
 

 
 

 
5
 

8
 

 
 

 
 

 
 

 
6
 

1
0 

 
 

 
 

 
 

 
7
 

1
2 

 
 

 
 

 
 

 
8
 

1
3 

 
 

 
 

 
 

 
9
 

1
5 

 
 

 
 

 
 

 
1
0 

1
7 

 
 

 
 

 
 

 
1
1 

1
8 

 
 

 
 

 
 

 
1
2 

2
0 

 
 

 
別

表
第

2(
第
4
条

関
係

) 
 

 
 

 
 

 
親

族
 

日
数
 

 
 

 
 

 
 

 
配

偶
者
 

7
日
 

 
 

 
 

 
 

父
母
 

 
 

 
 

 
 

 
子
 

5
日
 

 
 

 
 

 
 

 
祖

父
母
 

3
日

(臨
時

教
育
職

員
が
代

襲
相
続
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し
，

か
つ

，
祭
具

等
の
継

承
を
受

け
る

場
合

に
あ
っ

て
は
，

7日
) 

 
 

 
 

 
孫
 

1
日
 

 
 

 
 

 
 

 
兄

弟
姉

妹
 

3
日
 

 
 

 
 

 
 

 
お

じ
又
は

お
ば
 

1
日

(臨
時

教
育
職

員
が
代

襲
相
続

し
，

か
つ

，
祭
具

等
の
継

承
を
受

け
る

場
合

に
あ
っ

て
は
，

7日
) 

 
 

 
 

 
 

 
父

母
の
配

偶
者
又

は
配
偶

者
の
父

母
 

3
日

(臨
時

教
育
職

員
と
生

計
を
一

に
し

て
い

た
場
合

に
あ
っ

て
は
，

7
日

) 

 
 

 
 

 
 

 
子

の
配
偶

者
又
は

配
偶
者

の
子
 

1
日

(臨
時

教
育
職

員
と
生

計
を
一

に
し

て
い

た
場
合

に
あ
っ

て
は
，

5
日

) 

 
 

 
 

 
 

 
祖

父
母
の

配
偶
者

又
は
配

偶
者
の

祖
父

母
 

1
日

(臨
時

教
育
職

員
と
生

計
を
一

に
し

て
い

た
場
合

に
あ
っ

て
は
，

3
日

) 

 
 

 
 

 
 

兄
弟

姉
妹

の
配
偶

者
又
は

配
偶
者

の
兄

弟
姉

妹
 

 
 

 
 

 
 

 
お

じ
又
は

お
ば
の

配
偶

者
 

1
日
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議案第４１号  

新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例施行規則の一部改正について  

新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例施行規則の一部改正について，次のとおりとした

いため議決を求める。  

令和３年３月１８日提出 

新潟市教育委員会  

教育長 前田 秀子  

 

新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例施行規則の一部改正について 

 

１ 改正理由 

新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例の一部改正（令和３年２月議会定例会にお

いて審議中）に伴い，部活動指導業務に係る教員特殊業務手当について，手当額等の

改正を行うもの。 

 

２ 改正内容 

（１）６時間以上の区分を廃止する。 

（２）４時間以上３，６００円を３時間以上２，７００円とする。 

 

現 行 
改正案 

令和３～４年度 令和５年度以降 

２時間以上 1,800 円 ２時間以上 1,800 円 ２時間以上 1,800 円 

４時間以上 3,600 円 ４時間以上 3,600 円 ３時間以上 2,700 円 

６時間以上 3,900 円 － － － － 

 

３ 施行期日 

２（１）にあっては，令和３年４月１日 

２（２）にあっては，令和５年４月１日 
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新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布

する。  

  令和３年３月  日 

                             新潟市教育委員会  

          教育長 前田 秀子  

新潟市教育委員会規則第  号  

   新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例施行規則の一部を改正する規則  

第１条 新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例施行規則（平成２９年新潟市教育委員会

規則第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「６時間未満」を削り，同条第６項を削る。 

第２条 新潟市教育職員の特殊勤務手当支給条例施行規則の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「４時間以上」を「３時間以上」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は令和３年４月１日から，第２条の規定は令和５年４月１日

から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行日の前に従事した業務に係る教員特殊業務手当については，なお従前

の例による。 
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第
１

条
関

係
 

新
潟

市
教

育
職

員
の
特

殊
勤

務
手

当
支

給
条

例
施
行

規
則

(平
成

29
年
教
育

委
員
会

規
則

第
３

号
)
新
旧
対

照
表
 

改
正

後
（

案
）
 

現
行
 

備
考
 

（
教

員
特

殊
業

務
手

当
）
 

（
教

員
特

殊
業

務
手

当
）
 

 

第
２

条
 

（
略

）
 

第
２

条
 

（
略

）
 

 

２
 

（
略

）
 

２
 

（
略

）
 

 

３
 

条
例

第
３

条
第

２
項

の
別

に
教
育

委
員

会
で

定
め

る
程

度
と
は
，
正
規

の

勤
務

時
間

以
外

の
時

間
等

に
お

い
て

業
務

に
従

事
し

た
時

間
が

６
時

間
以

上
（
同

条
第

１
項

第
４

号
に
掲

げ
る
業

務
に

つ
い

て
は

引
き

続
き
４

時
間

以

上
）

で
あ

る
こ

と
と

す
る

。
 

３
 

条
例

第
３

条
第

２
項

の
別

に
教
育

委
員

会
で

定
め

る
程

度
と
は
，
正
規

の

勤
務

時
間

以
外

の
時

間
等

に
お

い
て

業
務

に
従

事
し

た
時

間
が

６
時

間
以

上
（
同

条
第

１
項

第
４

号
に
掲

げ
る
業

務
に

つ
い

て
は

引
き

続
き
４

時
間

以

上
６

時
間

未
満

）
で

あ
る

こ
と

と
す
る

。
 

 

４
・

５
 

（
略

）
 

４
・

５
 

（
略

）
 

 

（
削

除
）
 

６
 

条
例

第
３

条
第

２
項

の
特

に
心

身
に

著
し

い
負

担
を

与
え

る
も

の
と

し

て
別

に
教

育
委

員
会

で
定

め
る

程
度
と

は
，
正

規
の

勤
務
時

間
以
外

の
時

間

等
に

お
い

て
業

務
に

従
事

し
た

時
間

が
引

き
続

き
６

時
間

以
上

で
あ

る
こ

と
と

す
る

。
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第
２

条
関

係
 

新
潟

市
教

育
職

員
の
特

殊
勤

務
手

当
支

給
条

例
施
行

規
則

(平
成

29
年
教
育

委
員
会

規
則

第
３

号
)
新
旧
対

照
表
 

改
正

後
（

案
）
 

現
行
 

備
考
 

（
教

員
特

殊
業

務
手

当
）
 

（
教

員
特

殊
業

務
手

当
）
 

 

第
２

条
 

（
略

）
 

第
２

条
 

（
略

）
 

 

２
 

（
略

）
 

２
 

（
略

）
 

 

３
 

条
例

第
３

条
第

２
項

の
別

に
教
育

委
員

会
で

定
め

る
程

度
と
は
，
正
規

の

勤
務

時
間

以
外

の
時

間
等

に
お

い
て

業
務

に
従

事
し
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。
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・

５
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略
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議案第４２号  

新潟市長から委任を受けた新潟市芸術創造村 

・国際青少年センターの管理に関する規則の一部改正について 

新潟市長から委任を受けた新潟市芸術創造村・国際青少年センターの管理に関する規則の

一部改正について，次のとおりとしたいため議決を求める。  

令和３年３月１８日提出 

新潟市教育委員会  

教育長 前田 秀子  

 

新潟市長から委任を受けた新潟市芸術創造村 

・国際青少年センターの管理に関する規則の一部改正について 

 

１ 改正理由 

新潟市芸術創造村・国際青少年センターの一部施設に新潟市公共施設予約システム

を導入するにあたり，同システムによる利用許可申請がなされた場合の手続きについ

て定めるもの。 

新潟市芸術創造村・国際青少年センター指定管理者指定申請書の押印欄を削除する

もの。 

 

２ 改正内容 

（１）施設の利用の許可について，利用許可申請書と施設予約システムによる申請が

受け付けられた順序によってするものと定めるとともに，この場合において，２

以上の申請が同時に受け付られたときは，協議又は抽選によってするものと定め

る。 

（２）施設予約システムによる利用の許可申請等の特例として，以下の内容を定める。 

 ・利用許可申請書及び利用変更許可申請書の提出，利用許可証の提示を不要とする。 

 ・申請は利用許可申請書の受付期間と同一の期間に行うこととする。 
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・許可をする場合は，施設予約システムにより通知するものとする。 

（３）別記様式第５号 新潟市芸術創造村・国際青少年センター指定管理者指定申請書

の申請者押印欄を削除する。 

 

３ 施行期日 

令和３年４月１日 
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 新潟市長から委任を受けた新潟市芸術創造村・国際青少年センターの管理に関する規則

の一部を改正する規則をここに公布する。  

  令和３年４月１日  

                    新潟市教育委員会  

                    教育長  

新潟市教育委員会規則第  号  

   新潟市長から委任を受けた新潟市芸術創造村・国際青少年センターの管理に関する

規則の一部を改正する規則  

 新潟市長から委任を受けた新潟市芸術創造村・国際青少年センターの管理に関する規則

（平成２９年教育委員会規則第１８号）の一部を次のように改正する。  

 第４条前段中「が受理された」を「及び新潟市公共施設予約システムの利用に関する規

則（平成１８年新潟市規則第６６号）に規定する新潟市公共施設予約システム（以下「施

設予約システム」という。）による申請が受け付けられた」に改め，同条後段中「利用許

可申請書」を「申請」に，「提出された」を「受け付けられた」に改める。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

（施設予約システムによる利用の許可申請等の特例） 

第６条の２ 第２条，第３条及び前条の規定については，施設予約システムによる施設予

約システム導入施設（条例第３条第１号から第６号までに掲げる施設をいう。以下同

じ。）の利用の許可の申請又は利用の取止めの申出がなされた場合は，適用しない。 

２ 施設予約システムによる施設予約システム導入施設の利用の許可の申請は，別表に掲

げる受付期間内に行わなければならない。 

３ 第５条の規定にかかわらず，施設予約システムによる利用の許可の申請をしたものに

許可をする場合は，施設予約システムにより通知するものとする。 

 別表中「第２条」の次に「，第６条の２」を加える。 

 別記様式第５号中 

付議　38



 

「名称及び代表者の氏名       印」を 

「名称及び代表者の氏名        」に改める。 

   附 則 

この規則は，令和３年４月１日から施行する。 
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議案第４３号  

教育財産の用途廃止について 

教育財産の用途廃止について，次のとおりとしたいため議決を求める。  

令和３年３月１８日提出 

新潟市教育委員会  

教育長 前田 秀子  

 

教育財産の用途廃止について 

 

１ 概要 

平成２８年の３校統合による児童数の増加に対応するため、潟東中学校に校舎を併

設する形で移転改築を行い、令和３年４月１日に新校舎の供用開始を予定しているこ

とから、潟東小学校の土地および建物・工作物を同日付けで用途廃止する。 

 

２ 改正内容 

○潟東小学校：新潟市西蒲区今井 1031 

ア．土地  面積   17,005.00 ㎡ 

評価額 171,750,500 円（10,100 円/㎡） 

イ．建物  延床面積 2,964.25 ㎡（4 棟 校舎・体育館ほか） 

評価額 272,459,000 円 

ウ．その他 プール     325 ㎡ 

 

３．その他 

用途廃止後の土地・建物の利活用については未定。 
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窓３ 教育委員会等との協働・分担

窓２ 同僚との協働・分担

窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担

教職員の働き方改革に関するお問い合わせ・ご意見は

新潟市教育委員会 学校人事課 まで
電話（025）226−3239（平日9：00〜17：00）
メール gakkojinji@city.niigata.lg.jp

QRコードから第３次多忙化解消
行動計画の詳細を見ることがで
きます。ほかにも「働き方改革
通信」等，本市の取組を見るこ
とができます。

全市一斉に導入した校務支援システムを活
用することで，各種調査の報告などに係る
学校園の事務を簡素化します。

令和３年３月
新潟市教育委員会

＜これまでの取組の成果と課題＞

部活動指導員の配置

学校事務支援員の配置

学校のニーズに応じて，部活動指導員の配
置を行い，教職員の負担軽減を図ります。

学校事務支援員を配置し，教職員が児童生
徒への指導及び教材研究等に注力できる体
制を構築します。

中学校学年担任制の推進

校務支援システムによる事務の効率化

統一ルールによる時間外の電話応対の実施

平日は全市で時間を統一して，電話応対を
行っています。勤務時間外や休日の電話応
対は，自動音声によるメッセージ対応に切
り替えて，業務に専念できる環境をつくり
ます。

教職員が自らのワーク・ライフ・バランスを確立し，心身ともに健康で
あることは，生き生きと子どもに向き合うための基盤である。魅力ある教
職員を育成し，質の高い教育活動を行うために，学校園，教育委員会，地
域・保護者等が一体となって教職員の長時間勤務の縮減を推進する。

目標

窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担 ＜７の取組＞
窓２ 同僚との協働・分担 ＜９の取組＞
窓３ 教育委員会等との協働・分担 ＜19の取組＞

「協働・分担」による35の取組

スクールロイヤーによる問題の
早期解決・未然防止

弁護士が，法的側面から学校園のトラブル
対応にかかわり，適正な解決を図ります。

学級担任制が学級を一人の担任が担当す
るのに対し，学年担任制は複数の教員が
学年全体を担当する仕組のことです。
複数の教職員で一人一人の子どもを見る
ことで，きめ細やかな指導を行うととも
に，学級担任が一人で抱え込まない体制
をつくります。

−「協働」と「分担」による新しい学校生活様式の創造−

①１か月の時間外在校等時間について，45時間以内にする。
②１年間の時間外在校等時間について，360時間以内にする。
③１年間14日以上の年次有給休暇を取得する教職員を増やす。

指標

教科担任制を推進するために専科教員を
配置したり，授業を交換したりすること
で，教材研究の時間を確保し，授業の質
を高めます。

小学校高学年における教科担任制の推進

概要版

学校事務共同実施の推進

各校の学校事務職員が，週に１回程度集ま
り，複数の学校の事務業務を共同で行いま
す。これにより，事務処理の効率化や事務
の質の向上を図ります。

３年間でどの職種も時間外
在校等時間は着実に減って
きています。一方で，教頭，
主幹教諭は依然として50時
間を超えている現状があり
ます。

教諭でも平均時間外在校等
時間が30時間を超えており，
年間の時間外在校等時間を
360時間以内にするのは，
依然として難しい状況です。

校園長 教頭 主幹教諭 教諭 養護教諭
養護助教諭

学校事務職員
事務員

栄養教諭
学校栄養職員

講師
助教諭



協働

との協働・分担 との協働 ・分担

分担

との協働・分担

Ｂ先生は週に１日時差勤務を活用しています。Ｂ先生が時差勤務を
活用している時には，Ａ先生はＢ先生の担任するクラスの朝の会に出
ます。その分，Ａ先生は部活指導をＢ先生に任せて，授業準備等行う
ことが可能になります。

学級担任の業務や部活動等を協働しながら，役割を分担しています。

時差勤務の導入と活用＜窓２－⑤＞

新しい学校生活様式とは

研修の精選・オンライン化の推進＜窓３－⑫＞

これまでＡ先生は14：00開始の研修を校外で受けるために，13:00
に学校を出発していました。オンラインでの研修は開始時刻が15:00
からになり，移動にかかっていた時間を業務に充てることができるよ
うになりました。研修時間は短くなったものの，内容が精選されてい
るので，効率よく研修することが可能になります。

窓１ 窓２ 窓３

一人の教職員で抱え込まない
一つの学年で抱え込まない

一つの学校で抱え込まない

「協働」しながら
役割を 「分担」して，
教職員のワークライフバランスを確立

№ 取組名

① 学校評価における働き方改革に関する項目の設定

② 働き方改革の観点を踏まえた人事評価の実施

③ 目安となる出退勤時刻の設定

④ 長期休業中の学校閉庁日，休暇取得促進日の設定

⑤ 働き方改革通信による好事例の共有

⑥ 市幼研・市小研・中教研との連携・協議 【拡充】

⑦ 教育関係諸団体等の活動の見直し 【新規】

⑧ 校務支援システムによる事務の効率化 【新規】

⑨ 給与・手当支給手続きの電子化・システム化

⑩ 保護者への連絡方法のデジタル化・ICT活用の推進 【拡充】

⑪ 教育実践などに役立つコンテンツの共有 【拡充】

⑫ 教育委員会主催研修の精選・オンライン化の推進 【新規】

⑬ 出退勤管理システムを活用した業務の適正化

⑭ 快適な学校施設の整備

⑮ 統一ルールによる時間外の電話応対の実施

⑯ 働き方改革研修，メンタルヘルスケア研修の充実

⑰ 教職員の健康及び福祉の確保

⑱ 会計業務の負担軽減化

⑲ 小学校高学年における教科担任制の推進 【拡充】

№ 取組名

① 教職員一人一人のアイディアを生かすシステムの構築

② 一人一取組による「自分時間」の創造

③ 部活動ガイドラインの徹底，部活動数の適正化 【拡充】

④ 生徒指導体制の充実

⑤ 時差勤務の導入と活用 【新規】

⑥ ノー残業デー・ノー会議デー等の実施と休暇取得の促進

⑦ 教育活動の見直し・教育課程の工夫

⑧ 中学校学年担任制の推進 【新規】

⑨ 学校事務共同実施の推進

№ 取組名

① 学校事務支援員の配置 【拡充】

② スクールロイヤーによる問題の早期解決・未然防止

③ 部活動指導員の配置，休日の部活動の段階的な地域移行 【拡充】

④ 登下校時の見守り体制の構築

⑤ 清掃，休憩時間等における外部人材の導入 【新規】

⑥ 地域と学校パートナーシップ事業の工夫改善 【拡充】

⑦ コミュニティ・スクール推進事業を通じた支援体制づくり 【拡充】
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～「協働」と「分担」による新しい学校生活様式の創造～ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年３月 

新潟市教育委員会 

教職員が自らのワーク・ライフ・バランスを確立し，心身ともに

健康であることは，生き生きと子どもと向き合うための基盤です。

「協働」と「分担」を合い言葉に，学校園と教育委員会，地域・保

護者が一体となって教職員の長時間勤務の縮減を推進し，教職員が

子どもと向き合える教育環境をみんなで創り上げていきましょう。 

 

【協働・分担の窓】 

 窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担 

 窓２ 同僚との協働・分担 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担 



目次 

第１章  

第３次多忙化解消行動計画策定の趣旨及び 

本市のこれまでの取組            ・・・１ 

 

第２章   

第２次多忙化解消行動計画の成果と課題   ・・・３ 

 

第３章   

第３次多忙化解消行動計画の達成目標と基本理念 

・・・１３ 

第４章   

新しい学校生活様式を創造する具体的な取組３５ 

                 ・・・１７ 

窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担 

窓２ 同僚との協働・分担 

窓３ 教育委員会等との協働・分担 



1 
 

第１章 第３次多忙化解消行動計画策定の趣旨及び

本市のこれまでの取組 

 

１ 第３次多忙化解消行動計画策定の趣旨 

 社会の急激な変化が進む中で，予測不可能な未来社会を自立的に生き，社会形成の参

画に必要な資質・能力を育成することが求められています。その一方，これまで我が国

の学校教育の蓄積は Society5.0 においても有効であり，浮足立つことなく充実を図る

必要があるといわれています。 

平成 30 年９月に，教員勤務実態調査（平成 28年度）の分析結果及び確定値が公表さ

れ，教員の厳しい勤務の実態が明らかになりました。これまで高い成果を挙げてきた我

が国の学校教育を維持・向上させ，持続可能なものにするためには，学校における働き

方改革を推し進め，意欲と能力のある人材が教師を志す環境を整備していく必要があり

ます。 

このような中で，平成 31 年１月 25 日，中央教育審議会より，新しい時代の教育に向

けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総

合的な方策について答申がなされました。 

また，令和２年１月 17 日，文部科学省より公立の義務教育諸学校等の教育職員の給

与等に関する特別措置法第７条に基づく「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理そ

の他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るた

めに講ずべき措置に関する指針」が告示されました。本市においても，教育職員の勤務

時間，休暇等に関する条例や教育委員会規則の改正を行い，時間外在校等時間の上限を

定めました。 

第３次多忙化解消行動計画では，本市がこれまで積み上げてきた多忙化解消のための

取組の成果を基盤とし，学校園，地域・保護者，教育委員会等がこれまで以上に一体と

なって上限基準を達成していくための具体的な方策を示しました。 

 

２ 本市のこれまでの取組 

新潟市教育委員会では，平成 29 年５月に教育委員会内に多忙化解消検討会を立ち上げ，

各課を横断したワーキングチームによる検討を重ねてきました。その後，多忙解消検討会議

等での外部委員の意見をふまえ，平成 30 年３月に「第２次多忙化解消行動計画」を策定し，

次のような取組を行ってきました。 
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（１）平成 29年度に開始した取組 
  ①ワーキングチーム会議の開催（６回） 

〇H30 ５回 〇Ｒ１ ７回  〇Ｒ２ ４回（11 月まで） 
②ワーキングチームによる現地視察（鳥屋野小学校，上山中学校）９月 26日 
 ※教育委員会各課の課長補佐級のワーキングチームを立ち上げ，委員会内の課同

士が連携して多忙化解消に取り組んで行く仕組みができました。 
③多忙化解消検討会議  ９月，12月，２月 
 〇H30 ２月  〇Ｒ１ ２月  〇Ｒ２ 12 月，１月 
※学識経験者，社会保険労務士，PTA 代表，学校園の各職の代表者による多忙化

解消のための会議を行い，本市の教職員の働き方改革の進捗状況の確認や，改

善のための話し合いを行います。 
  ④出退勤管理システムの導入 
    ※教職員が自身の出勤時刻と退勤時刻を毎日ＰＣに入力することにより，市立学

校園の全教職員の在校等時間を把握することができるようになりました。 
（２）平成 30 年度に開始した取組 

①働き方改革研修会の開催 ４月，５月，６月，８月 
〇Ｒ１ ７月，９月  〇Ｒ２ 11 月 

②長期休業中の学校園閉庁日及び休暇取得促進日の実施，拡大 
  ※夏季休業中のお盆期間，年末年始の休日の前後に設定し，その期間は教育委

員会で緊急時の対応を行うこととしました。 
③スクールロイヤー制度の導入 
④新潟市立中学校部活動ガイドラインの策定 
⑤学校事務支援員の配置 
⑥統一ルールによる時間外電話応対の実施（PTA・地域への協力要請） 

（３）令和元年度の取組 
  ①「やろてば新潟フォーラム」の開催（12月） 

②第２次多忙化解消行動計画の改定（３月） 
  ※給特法が改正され，本市においても教育職員の勤務時間，休暇等に関する条

例や教育委員会規則を改正しました。在校等時間の上限を設定することにあ

わせ，第２次計画の改定を行いました。 
③コンサルタント導入による業務改善 

（４）令和２年度の取組 
①時差勤務の試行（７月～） 
  ※通常の勤務時間よりも 30 分又は１時間早出・遅出を可能とする勤務形態の

試行を開始しました。 
   ②第３次多忙化解消行動計画の策定（３月） 
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第２章 第２次多忙化解消行動計画（平成 30 年度～令和２

年度）の成果と課題 

 
 

１ 行動計画の目標について 

 

(1) 指標の達成状況について 

 第２次多忙化解消行動計画では，学校園と地域・保護者，教育委員会が一体となって，以下の指標

に基づき，教職員の長時間勤務の縮減に向けて取り組んできました。 

 
  
＜①について＞ ※各年度とも４月～10月の平均 

 
令和２年度は，過去２年と比べて，全校種で大きく時間外在校等時間 45時間以下の教職員の割合

が増え，80 時間超の割合が減っています。一斉休校などによる影響もあると考えられますが，平成

30 年度，令和元年度の２か年をみれば，高等学校・中等教育学校を除いて，時間外在校等時間 45時

間以下の教職員の割合は増えています。さらに，時間外在校等時間 80 時間以上の教職員の割合も全

体的に減少しています。 

 
                    （対象：市内学校園に勤務する教職員約 4500 名） 
 

【指標】 
  ① １か月の平均時間外在校等時間について，45 時間以内にする。 

  ② １年間の時間外在校等時間について，360 時間以内にする。 

  ③ １年間 14 日以上の年次有給休暇を取得する教職員を増やす。 

月あたり 45 時間以下の割合 (平成 30 年度)59.3% →(令和元年度)62.6% →(令和２年度)73.5% 

月あたり 80 時間超の割合  (平成 30 年度) 8.7% →(令和元年度) 6.4% →(令和２年度) 3.4% 
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（対象：市内学校園に勤務する教職員約 4500 名） 

＜②について＞  
※令和２年度は 12月までの平均時間外在校等時間が 30時間以下の教職員の割合で算出した見込み 

 
                        （対象：同一勤務校で通年勤務した教職員） 

計画を実施した３年間で全校種とも年間の時間外在校等時間 360 時間以下の教職員の割合は，着

実に増加してきました。ただし，増加してきたとはいえ，小学校，中学校は依然として 50%を下回

っている現状です。 
 
＜③について＞ 

 
割合は減っていますが，この２年間でおおむね半数の教職員が目標を達成することができました。

今後は，この割合を増やしていくことが課題です。 
 

年間 14 日以上の年次有給休暇を取得した教職員の割合 

(平成 30 年度)58.0% →(令和元年度)51.0%   
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(2) 意識の変化について 

本市では学校現場の多忙化解消・働き方改革にかかわって学校実態調査（全校園対象）と教職員勤

務実態調査（個人対象）を実施してきました。教職員勤務実態調査は，平成 30 年度，令和元年度は

全教職員を対象，令和２年度は，調査による教職員の負担を軽減するため，全体の質問項目を絞り，

学番奇数校等の教職員を対象に実施しました。 
 

（質問１）現在，仕事にやりがいを感じていますか 
 「十分にやりがいを感じている」「まあまあやりがいを感じている」と回答した教職員の割合 

 
 
（質問２）現在，あなたは仕事と生活（家庭）の両立ができていますか。 
 「十分に両立できている」「まあまあ両立できている」と回答した教職員の割合 

 
調査した３年間は，仕事にやりがいを感じる教職員が，いずれも 85％を超えており高い値で推移

しています。 
一方で，仕事と生活（家庭）の両立ができていると回答した教職員の割合と比較すると，いずれの

年度も質問１に比べて低く，約 15％～25％の開きがあります。グラフからも分かるように，多くの

教職員は，個人や学校の様々な実践を通して見られる児童生徒の変容の姿にやりがいを感じていま

す。一方で児童生徒のよい変容を生むための準備に時間をかけるあまり，生活（家庭）との両立を難

しくしている実態も伺えます。 
今後は，質問２で「十分に両立できている」「まあまあ両立できている」と回答する教職員の割合

が，仕事にやりがいを感じる教職員の割合に近づくよう，学校が本来取り組むべき業務に集中でき

る環境を整備することが必要です。 

 
（令和２年度教職員勤務実態調査 調査数 2062 人 ※複数回答可） 

 

◆平成 30年度  （全体）87.6% 調査対象数：3630 人  

◆令和 元年度  （全体）86.2% 調査対象数：4013 人 

◆令和 ２年度  （全体）91.2% 調査対象数：2062 人 ※抽出調査 

◆平成 30年度  （全体）63.5% 調査対象数：3630 人  

◆令和 元年度  （全体）65.9% 調査対象数：4013 人 

◆令和 ２年度  （全体）75.7% 調査対象数：2062 人  
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(3) 教職員のメンタルヘルスについて 
 平成 30 年度と令和元年度にＳＦ-８※によるＱＯＬ(健康状態)評価を実施しました（令和２年度は

未実施）。精神面の健康状態を示すＭＣＳの値は，調査を実施した２年間で，小学校・中学校の教諭

（女性）及び事務職（女性）は有意に数値が上昇しました。 

 また，毎年実施されるストレスチェックは年々受検者数が増加しています。自らの心身の健康に

ついて関心をもつ教職員が増えていると考えられます。一方で，高ストレス者は受検者数の増加率

よりも高い割合で増加している実態もあります。 

 
教職員の精神面の健康状態（ＭＣＳ）変化 

（小学校）     男性                    女性 

 

（中学校）     男性                    女性 

  
※QOL 評価法である SF-36 の短縮版で，8 つの質問から 「身体機能:PF」「日常役割機能(身体):RP」「体の痛み:BP」「全

般的健康感:GH」「心の健康:MH」「日常役割機能(精神):RE」「社会的機能:SF」「活力:VT」が評価できる。これら 8 項目

より身体面の健康状態(Physical Component Summary: PCS) 精神面の健康状態(Mental Component Summary: MCS)
が算出される。 

 

２ 各取組について 

(1) 業務の削減，簡素化，効率化の推進 

 一部の教職員に負担が偏らないよう，教職員が担っている業務内容や業務量を把握し，やめるも

の，変えるもの，役割分担できるものなどの仕分けに取り組んできました。その結果，３年間ですべ

ての職位の時間外在校等時間を減らすことができました。これは，校園長のリーダーシップの下，組

織体制で業務の削減，簡素化，効率化に取り組んできた成果です。 
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一方で，教頭，主幹教諭の平均時間外在校等時間は依然として 50時間を超えている実態がありま

す。今後は，地域やＰＴＡ，関係団体と連携し，教職員が，学校が担うべき業務に集中できる体制整

備に努めます。 

 
（対象：市内学校園に勤務する教職員約 4500 名） 

(2) 休憩時間や休日の確保 

 勤務中の休憩時間や休日が確保されるよう，学校園と教育委員会とが連携して業務の適正化や環

境整備等に取り組んできました。休日の確保については，長期休業中の学校閉庁日及び休暇取得促

進日を設定し，教職員が休暇を取得しやすい環境を整備しました。休暇取得促進日の設定は学校裁

量ですが，令和２年度は教育委員会で設定した７日の休暇取得促進日のうち，７日すべてを促進日

に設定した学校は 167 校でした。「促進日があることで，年次有給休暇が取得しやすくなった」とい

う報告が多く寄せられています。平成 30年度は 172 校，令和元年度と令和２年度はすべての学校園

がこの取組に効果を感じていると回答しました。 

一方で，休憩時間については，アンケートの記述から，「児童生徒への個別指導」「連絡帳などの確

認」などしているため，なかなか時間を確保しにくいという報告が多数寄せられています。依然とし

て，休憩時間の確保については課題が見られます。 

 
(3) ＰＴＡ・地域コミュニティ等あらゆる機会に多忙化解消へ向けた理解・協力を要請 

 学校園はこれまで様々な機会を通じて，保護

者や地域住民に対して，教職員の勤務状況につ

いて説明し，多忙化解消の取組について協力を

要請してきました。その結果，地域や保護者の

理解や協力について，「大いに理解や協力が得

られた」「ほぼ理解や協力が得られた」と肯定

的に回答する学校園は，３年間でほぼ 100％に

なったことが成果です。 
 今後は，地域や保護者の理解や協力をベース

にしながら，学校園がすること，地域がするこ

と，保護者がすることを整理して，共に課題解決に取り組む体制を一層整えていきます。 
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(4) 一人一人の教職員のアイディアを生かすシステムを構築 
 教育委員会では，「一校一取組」の推進など，

各学校園が，多忙化解消プロジェクトチーム

を組織し，チームを中核に教職員のボトムア

ップによって様々な取組を実践できるよう働

きかけてきました。結果として，システムが

順調に運用されている学校は年々増えてきて

います。実際に，働き方改革プロジェクトチ

ームを中心に教職員の合議によって主体的に

業務の適正化を進めている学校も増えていま

す。 
一方で，システムを構築していても運用が

十分でないと感じている学校が依然として７

割以上あることが課題です。 
 
(5) 学校事務の共同実施から好事例を発信し水平展開 

 本市の強みである学校事務の共同実施を生

かして，業務改善を図ってきました。 
その結果，好事例を参考に既に実践してい

ると回答した割合は年々増えてきたことが成

果です。 
一方で，今後実践予定の学校を合わせれば，

９割以上となるものの，実践している学校が

５割にとどまっていることが課題です。 
 

 

 

(6) 中学校における適正な部活動運営の在り方の検討 

 教育委員会では平成 30 年度に部活動ガイ

ドラインを策定し，周知・徹底を図ってきま

した。現在では，ほぼすべての学校が，ガイ

ドラインの効果を感じています。実際，「ガイ

ドラインがあることで，保護者や地域への説

明がしやすくなった」などの声が聞こえてき

ています。 
一方で，依然として，学校からは，地域や

保護者からの期待，教職員の専門性の有無，

顧問への加重な負担などから，部活動運営に

苦慮する実態があることが報告されていま

す。部活動ガイドラインの周知・徹底を進め，部活動数の適正化や地域への移行を見据えて検討を進

めていくことが今後の課題です。 
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(7) 小学校高学年における一部教科担任制の検討 

 小学校高学年における一部教科担任制について，自校の実態を踏まえて，校長の裁量での実施を

推進してきました。令和２年度には，小学校 106 校中 70 校が学校の実態に応じて実践しており，令

和３年度からは新たに 21 校が取り組む予定になっています。 

教育委員会では，一層取組が充実するよう，学校の実態に応じて助言したり，教職員の配置を検討

したりするなど，支援の体制を整えていきます。 

 
(8) 出退勤管理システムによる勤務時間の実態把握 

 出退勤管理システムにより，学校園全

体の時間外在校等時間の実態について

把握し，各校園が校園長のリーダーシッ

プの下，教職員一人一人が勤務時間を意

識した働き方となるよう働き掛けてき

ました。学校園では，職員一人一人の勤

務時間を把握し，時間外在校等時間の長

い職員と随時面談を行ったり，必要に応

じて業務軽減を図ったり，勤務時間をも

とに一人一人に目標設定を促したりす

るなど，創意工夫しながらシステムを活

用してきました。その結果，「大いに効果

があった」と回答した学校園は年々増

え，「効果があった」と回答した学校を合

わせると，令和２年度は 98.9%が肯定的

に回答しています。 

また，令和２年 10 月実施の調査では，

目標を目指して勤務している教職員の

割合は 85.7%でした。抽出調査ではあり

ますが，全体でもおおむね同様の傾向が

あることが推測できます。出退勤管理シ

ステムにより，教職員が時間外在校等時

間を意識して勤務する体制が整備できたと考えられます。 

 
(9) 教職員の健康及び福祉の確保 

 これまでにストレスチェックや定期健康診断，各種がん検診，長時間勤務者に対する医師による

面接指導の実施，心身の健康相談窓口の設置等を通して，教職員の心と体の健康づくりに努めてき

ました。 
 結果として，過去３年間ともにストレスチェックによる健康リスクは全国平均よりも低い状態が

続いており比較的良好な状態が続いています。特に，職場支援の値は大きく平均リスクを下回って

いることが成果です。 
一方で，高ストレス者はストレスチェックの受検者数の増加率よりも高い割合で増加している実

態もあります。これまでも実施してきましたが，ストレスを抱えている教職員を見逃さず，一層の支

援を行うことが継続した課題です。 
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(10) 学校園への照会・調査文書量の削減と簡略化 

 教育委員会では，可能な限り照会・調

査の回数や内容を検討して，改善を図

ってきました。取組に対して，肯定的に

回答した割合は 75.9%でした。おおむね

効果的であったと考えられますが，

24.2％の学校園は効果をあまり感じて

いない実態があります。 

 今後は，照会・調査の目的を明確に

し，精選して実施したり，様式を簡略化

したりして，より学校の負担軽減を図

ります。 

 
(11) 教育実践や学校運営に役立つコンテンツをＷＥＢページで共有 

 総合教育センターのＷＥＢページに

「学校で使えるデジタルコンテンツ」

を公開し，学習指導案や提示用教材，学

習プリントなど授業に使えるデータを

提供してきました。 

 令和２年６月の調査では，86.0％の

学校が効果を感じているという結果で

した。効果的な取組であったと考えら

れます。今後も引き続き，ＷＥＢページ

の充実を図り，授業準備の負担軽減を

図ることが課題です。 

 
 
(12) 目安となる出退勤時刻の設定と時差勤務の導入 

① 目安となる出退勤時刻の設定 

 出退勤時刻の適正化を図るため，次の出退勤時刻の目安を設定して取り組んできました。 
 ＜出勤時刻の目安＞ 全学校園    7:00 前には出勤しない 

 ＜退勤時刻の目安＞  

   小学校・特別支援学校・幼稚園  18:30 までには退勤 

   中学校・高等学校・中等教育学校 19:00 までには退勤 

効果を大いに感じている学校園は年々増加しています。このことから，目安となる出退勤時刻の

設定は一定の成果があったと考えられます。今後も，出退勤時刻を意識して勤務できるよう学校園

に働きかけを継続していきます。 
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 ② 時差勤務の導入 

 令和２年７月から，時差勤務の試行を開始しました。令和２年９月時点で 46 校（小学校 32 校，

中学校 12校，特別支援学校２校）が実施，または実施中です。令和２年９月に実施したアンケート

では次のような報告がありました。 

（課題） 
・小学校は学級担任制であり，基本的には朝の会から帰りの会まで同じ時程ですべての職員が勤

務しており，時差を設定しづらい。 
・各自がデスクワークを行う職場と違い，児童の在校時間が決まっている学校では，時差出勤で

欠けた職員の穴（授業その他）を埋める調整など，むしろ他の職員に負担がかかってしまう。 
・児童対応（特に朝），放課後の打ち合わせ・会議等を行うことができないため見合わせた。 
・時差勤務を利用した職員が周りの職員に対して気兼ねする様子があった。 
・登下校の見守りや部活動指導などを考えると，実施できなかった。 

（成果） 
・勤務時間内で自らの業務に優先順位をつけ，めりはりのある働き方をする職員が出てきた。 
・早出勤務によって，夕方以降の自分時間の使い方を工夫する職員が出てきた。 
・仕事と生活の両面において，バランスよく効率よく勤務できている。 
・働き方の選択幅が広がった。各自が生活スタイルにあった時間のとり方や仕事の進め方を考え

るきっかけとなり，労働時間の短縮化や効率化への意識が高まった。 
 以上の報告から，時差勤務は，時間外在校等時間の縮減に向けた可能性を示しました。今後は，こ

れらの学校園の取組を検証し，時差勤務の活用について周知・徹底を図ります。 
 
(13) 統一ルールによる時間外の電話応対の実施 

 本市では，平成 30 年度から勤務時間の

適正化を図るため，勤務時間外の電話応

対について，次の統一ルールを設けて実

施してきました。 

◇朝  7:45 から 

 ◇夕方 幼稚園，小学校，特別支援学校 18:00 まで  

中学校，中等教育学校，高等学校 19:00 まで 

（明鏡高等学校夜間部は 21:45 まで） 

 調査によれば，96.6%の学校が効果を感

じています。令和２年度からは，自動応答

システムの設置を開始しました。令和５年度末までに全校に設置が完了する予定です。 

 
(14) スクールロイヤー制度の導入 

本市では，全国に先駆けてスクールロイヤー制度を導入し，学校園や教育委員会が弁護士に相談

する機会を設け，法的なアドバイスを参考にして問題の解決にあたる体制を整備してきました。令

和２年 10月の調査によれば，スクールロイヤーを実際に活用した学校園は 57 校でした。そのうち，

すべての学校が効果を感じていると回答しています。 

これからも，スクールロイヤーの設置を継続し，法的側面から学校のトラブル対応にかかわるこ

とで，校務の効率化や教職員の負担軽減を図っていきます。 
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(15) 学校事務支援員，部活動指導員の配置事業 

 ① 学校事務支援員の配置事業（小学校） 

 平成 30 年度から，学級担任の事務業務の一部（全校の印刷物，学級の印刷物，電話応対，入力作

業等）を補完するために国の制度を活用して学校事務支援員を雇用し，規模の大きな小学校（22 学

級以上）から次のように配置を進めてきました。 

 平成 30 年度：５校 → 令和元年度：17 校 → 令和２年度：25校 

 現在では，配置されているすべての小学校が効果を感じていると回答しています。今後も，より多

くの学校に事務支援員を配置し，継続的に教職員を支援する体制を整備していきます。 

 

 ② 部活動指導員の配置事業（中学校） 

 部活動指導に対する負担軽減のため，大会への引率も可能な部活動指導員を配置してきました。 

 平成 30 年度：３人 → 令和元年度：８人 → 令和２年度：14 人 

 部活動指導員を配置した学校のすべてが，効果を大いに感じていると回答しています。今後も，部

活動指導員の配置を拡充し，より多くの学校を支援する体制を整備していきます。 

 

 

 

 

令和２年度は，４月，５月に一斉休校期間があり，学校再開後は教育活動の大幅な見直しを余

儀なくされました。そのため，教職員は過去２年間とは大きく異なる環境下での業務となりまし

た。したがって，検討にあたっては，経年による数値の変化だけに注目することなく，学校や教

職員の実情をふまえ，様々な視点から成果と課題を明らかにしました。 
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第３章 第３次多忙化解消行動計画の達成目標と基本理念 

  

１ 行動計画の目標 

   教職員が自らのワーク・ライフ・バランスを確立し，心身ともに健康であることは，生き生

きと子どもと向き合うための基盤である。魅力ある教職員を育成し，質の高い教育活動を行う

ために，学校園，教育委員会，地域・保護者等が一体となって教職員の長時間勤務の縮減を推

進する。 

 
行動計画策定の趣旨，現状を踏まえ，次の具体的な指標を掲げて取り組みます。 

     

  第２章で述べたとおり，時間外在校等時間の割合は，年々減少しています。これまでの多忙化

解消の取組により，次のような成果が上がっています。 
＜月あたり 45 時間以内の割合＞  

全 体：（H30）63.8％→（R1）68.6％→（R2）73.5％（12 月まで） 

※ H30 と比較して，R2 では，9.7 ポイント増加 

その一方，時間外在校等時間が 360 時間以内の教職員の割合は，次の通りです。 

＜年間 360 時間以内の割合＞ 

 全 体：（H30）35.3％→（R1）40.5％ →（R2）44.8％（12 月まで） 

                ※ H30 と比較して，R2 では，9.5 ポイント増加 

また，年次有給休暇を 14 日以上取得した教職員の割合は，次の通りです。 
＜１年間 14 日以上の年次有給休暇を取得した教職員の割合＞ 

 全 体：（H30）58.0％→（R1）51.0％  

                ※ H30 と比較して，R1 では，7.0 ポイント減少 

 

指 標   

① 1 か月の時間外在校等時間（※1）について，45 時間以内にする。（※2）  

② 1 年間の時間外在校等時間（※1）について，360 時間以内にする。（※2） 

③ 1 年間 14 日以上の年次有給休暇を取得する教職員を増やす。 

※１ 職員が業務を行う時間（公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置

法第７条の指針に規定する在校等時間をいう。）から所定の勤務時間（同法第６条３項各

号に掲げる日（代休日が指定された日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をい

う。）を除いた時間 
※２ 児童生徒等に係る臨時的な特別な事情により業務を行わざるを得ない場合は，１か月の

時間外在校等時間 100 時間未満，１年間の時間外在校等時間 720 時間以内（連続する複

数月の平均時間外在校等時間 80 時間以内，かつ，時間外在校等時間 45 時間超の月は６

か月まで） 
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 全校種とも，時間外在校等時間 360 時間以内の割合は増えています。しかし，小学校，中学校は

50％に達していません。また，年次有給休暇の取得率も伸びていません。新潟市は，最終的に全教

職員が標記目標を達成することを目指しますが，現状を踏まえ，今後３年間で以下の目標達成を目

指します。 
 

 １か月の時間外在校等時間が

45時間以内 
１年間の時間外在校等時間が

360 時間以内 
年間 14 日以上の年次有給休暇

取得 
令和３年度 前年度を上回る 前年度を上回る 前年度を上回る 
令和４年度 前年度を上回る 前年度を上回る 前年度を上回る 
令和５年度 80％以上 60％以上 75％以上 

   
 なお，本計画は令和６年度以降も後期計画として継続していきます。令和５年度の時点での達成

状況を確認しながら，100％の達成を目指していきます。 

 

２ 行動計画の基本理念 

第２次多忙化解消行動計画の取組を通して，学校園は校園長のリーダーシップの下，あらゆる場

や機能を活用し，考えうる長時間勤務の縮減策を講じてきました。教育委員会も学校園の声に耳を

傾け，「できることから速やかに行う」を合い言葉に，他都市に先駆けて，様々な施策を講じてきま

した。取組を通して，私たちは次のような手応えを得ました。 
１ 自らの勤務時間を記録することや，退勤時刻の目安の設定等により，時間外在校等時間を意

識して働く教職員が増えてきている。 

 

２ 市Ｐ連，コミ協等の協力のもと，保護者や地域の理解が深まり，教育委員会や学校園の多忙

化解消の取組を，肯定的に受け入れてもらえるようになった。 

  ※ＰＴＡの会合の開始時刻を勤務時間内に設定する，回数を絞る 等 

    

３ スクールロイヤー，部活動指導員，学校事務支援員，ボランティア等，学校園を支えてくれ

る外部の力が増え，教職員の心理的・物理的な負担が軽減された。 

 

４ 休暇取得してもよいという雰囲気が生まれ，教職員に自分時間を大切にする意識が芽生え，，

「自分時間」に何をするかを考えたりするゆとりが出てきた。 
 ３年間で，統一ルールによる電話応対が「普通」になる等，当初は実現困難だと思われたことで

も，上記のような関係機関等と連携することにより，実現できました。また，前述のとおり，全体と

して時間外在校等時間は年々減ってきています。 
しかし，「年間 360 時間以内」を達成するためには，月平均 30 時間以内にするというきわめて高

いハードルを越える必要があります。これまでの取組の延長だけでは，目標を達成することは困難

です。 
働き方改革は，これからも志高く能力ある人材が教師の道を選び，本市の学校教育がさらに充実・

発展するためにも不可欠です。そのためには，本市の教職員が，その本分である学習活動をはじめと

する教育活動に，これまで以上に注力できる環境を整えていく必要があります。 
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平成 31 年 1 月 25 日，中央教育審議会は「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営

体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」の第４章「学

校及び教師が担う業務の明確化・適正化」において，次のように整理しています。 
【基本的には学校以外が担うべき業務】 
① 登下校に対する対応 
② 放課後から夜間などにおける見回り，児童生徒が補導された時の対応 
③ 学校徴収金の徴収・管理 
④ 地域ボランティアとの連絡調整 
【学校の業務だが，必ずしも教師が担う必要のない業務】 
⑤ 調査・統計等への回答等（事務職員等） 
⑥ 児童生徒の休み時間における対応（輪番，地域ボランティア等） 
⑦ 校内清掃（輪番，地域ボランティア等） 
⑧ 部活動（部活動指導員等） 
【教師の業務だが，負担軽減が可能な業務】 
⑨ 給食時の対応（学級担任と栄養教諭等との連携等） 
⑩ 授業準備（補助的業務へのサポートスタッフの参画等） 
⑪ 学習評価や成績処理（補助的業務へのサポートスタッフの参画等） 
⑫ 学校行事の準備・運営（事務職員等との連携，一部外部委託等） 
⑬ 進路指導（事務職員や外部人材との連携・協力等） 
⑭ 支援が必要な児童生徒・家庭への対応（専門スタッフとの連携・協力等） 

本市は，膨大になってしまった学校及び教職員の業務を明確にした上で，「社会に開かれた教育課

程」の理念も踏まえ，家庭や地域の人々とともに子どもを育てていくという視点をこれまで以上に

大切にします。そして，そのための基本理念を次のように設定しました。 

「新しい学校生活様式の創造」 
一人の教職員で抱え込まない。 

一つの学年で抱え込まない。 

一つの学校で抱え込まない。 

学校園が，「協働」しながら役割を「分担」して，効率よく業務を行

う仕組を構築することによって，教職員のワーク・ライフ・バランスを確立する。 

この新しい学校生活様式を創造するための具体的な取組を整理すると，次の３つの

【窓】になる。 

【窓１】地域・保護者・外部人材等との協働・分担 

【窓２】同僚との協働・分担 

【窓３】教育委員会等との協働・分担 
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令和２年３月から，全国の学校園が新型コロナウイルスのために一斉休校となりました。その間に，児

童生徒や教職員の感染予防対策，様々な学校行事の中止や内容の変更等を余儀なくされました。しかし，

その対応の中で，働き方改革のヒントとなる様々な気付きがありました。 

〇卒業式・入学式等，様々な行事を行う意味をあらためて考え，本質を見つめ直した。 

〇ＰＴＡ活動を真に必要なものだけ残し，精選した。 

〇コロナ対応を機に，部活動の活動時間の見直しを行い，その意義が生徒や保護者にも浸透した。 

〇チームで声を掛け合い，助けあう環境作りを行い，年休を取得しやすくなった。 

〇部活動を複数顧問制にし，指導にあたる曜日や時間を分担する形にした。部活動の無い放課後や週

休日を過ごす中で，家族と一緒に食事をしたりして過ごすことの大切さに気付いた。 等 

 

第３次多忙化解消行動計画のキーワードは「協働」と「分担」です。一人の教職員，一つの学年，一つ

の学校が抱え込まず，仕事を「協働」しながら適切に役割を「分担」して効率よく業務を行う仕組を，「新

しい学校生活様式」と名付けました。そして，新しい学校生活様式を創造していくための取組を，次のよ

うに整理しました。 

 

（１）第２次多忙化解消行動計画で「学校園の取組」「教育委員会の取組」に分けていた方策を一体化し，

35 の取組にまとめました。これは，すべての取組が同僚同士や，地域・保護者，教育委員会等との

「協働・分担」のもとで行われるという考え方によるものです。 
 

（２）35 の取組それぞれに，「協働・分担の窓」を設けました。 
窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担     ７ 
窓２ 同僚との協働・分担               ９ 
窓３ 教育委員会等との協働・分担          １９ 

  それぞれの取組が，誰と協働・分担するのかを明記しました。ただし，35 の取組の中には，

上記の複数の窓にまたがるものもあります。 
  35 の取組を通して，外部人材の確保や協力体制の整備，職場環境の整備や学校運営の効率化，

一人一人の意識改革を進めていきます。 
 
教職員が自らのワーク・ライフ・バランスを確立し，心身ともに健康であることは，生き生きと子

どもと向き合うための基盤です。「協働」と「分担」を合い言葉に，学校園と地域・保護者，教育委

員会等が一体となって教職員の長時間勤務の縮減を推進し，教職員が子どもと向き合える教育環境

をみんなで創り上げていきましょう。 
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第 4 章 新しい学校生活様式を創造する具体的な取組 35 
窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担   

① 学校事務支援員の配置 【拡充】 

② スクールロイヤーによる問題の早期解決・未然防止  

③ 部活動指導員の配置，休日の部活動の段階的な地域移行 【拡充】 

④ 登下校時の見守り体制の構築  

⑤ 清掃，休憩時間等における外部人材の導入 【新規】 

⑥ 地域と学校パートナーシップ事業の工夫改善 【拡充】 

⑦ コミュニティ・スクール推進事業を通じた支援体制づくり 【拡充】 

窓２ 同僚との協働・分担   

① 教職員一人一人のアイディアを生かすシステムの構築  

② 一人一取組による「自分時間」の創造  

③ 部活動ガイドラインの徹底，部活動数の適正化 【拡充】 

④ 生徒指導体制の充実  

⑤ 時差勤務の導入と活用 【新規】 

⑥ ノー残業デー・ノー会議デー等の実施と休暇取得の促進  

⑦ 教育活動の見直し・教育課程の工夫  

⑧ 中学校学年担任制の推進 【新規】 

⑨ 学校事務共同実施の推進  

窓３ 教育委員会等との協働・分担  

① 学校評価における働き方改革に関する項目の設定  

② 働き方改革の観点を踏まえた人事評価の実施  

③ 目安となる出退勤時刻の設定  

④ 長期休業中の学校閉庁日，休暇取得促進日の設定  

⑤ 働き方改革通信による好事例の共有  

⑥ 市幼研・市小研・中教研との連携・協議 【拡充】 

⑦ 教育関係諸団体等の活動の見直し 【新規】 

⑧ 校務支援システムによる事務の効率化 【新規】 

⑨ 給与・手当支給手続きの電子化・システム化  

⑩ 保護者への連絡方法のデジタル化・ICT 活用の推進 【拡充】 

⑪ 教育実践などに役立つコンテンツの共有 【拡充】 

⑫ 教育委員会主催研修の精選・オンライン化の推進 【新規】 

⑬ 出退勤管理システムを活用した業務の適正化  

⑭ 快適な学校施設の整備  

⑮ 統一ルールによる時間外の電話応対の実施  

⑯ 働き方改革研修，メンタルヘルスケア研修の充実  

⑰ 教職員の健康及び福祉の確保  

⑱ 会計業務の負担軽減化  

⑲ 小学校高学年における教科担任制の推進 【拡充】 
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窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担 
 

窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担  

窓１－① 学校事務支援員の配置【拡充】 

 担当課 学校人事課 

 校園内 校長，教頭 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

教育委員会は，教職員の負担軽減を図り，児童生徒への指導及び教材

研究等に注力できる体制を構築することを目的として，学校事務支援員を配

置しました。（H30：５校⇒R1：17 校⇒R2：25 校）  

  令和２年度は補正予算により，新型コロナウイルス感染症対策の消毒作

業等をサポートするスクール・サポート・スタッフを小学校 106 校，中学校 56

校，中等教育学校１校，特別支援学校２校に配置しました。 

  令和３年度以降も，新型コロナウイルス感染症への対応と教職員の働き

方改革のための人員配置及び検討を進めます。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 

窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担  

窓１－② スクールロイヤーによる問題の早期解決・未然防止 

 担当課 学校人事課，学校支援課 

 校園内 校園長，教頭  

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

法律の専門家である弁護士が，法的側面から学校園におけるトラブル対

応にかかわり，適正な解決を図ります。 

 具体的には，学校園や教育委員会が弁護士に相談する機会を設け，法的

なアドバイスを参考にして問題の解決に当たります。地域性や保護者の価値

観の違いなどもあり，学級担任や部活動顧問の精神的な負担が非常に高ま

っています。トラブルを防止し，早期解決することで，校園務の効率化や教職

員の負担軽減を図っていきます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 

配置・検討 

継続 
活動事例周知 

体制強化に向けた検討 
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相談したいときは，学校ダイレクト相談を利用するか， 

学校支援課，学校人事課を窓口に相談してください 
 

学校ダイレクト相談は，校園長，教頭が，別紙相談依頼票に具体的状況や相談内容を記入

し，メールに添付して直接，スクールロイヤーに送ります。それを受け，スクールロイヤー

が返信し，相談・支援を行います。また，スクールロイヤーが研修会の講師等も引き受けま

す。 

◇こんなときは，遠慮なく相談を！ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
令和元年度は，教育委員会を窓口にした相談件数が 46 件，学校ダイレ

クト相談が 89 件ありました。 
主な相談内容は，いじめ・人間関係トラブル，保護者の理不尽な要求，

教師の体罰・不適切な言動，児童生徒の問題行動等でした。 
令和２年 10 月に実施した学校実態調査によると，過去にスクールロイヤー制度を活用した学校

の 100％が「効果を大いに感じている」「効果を感じている」と回答しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校の教育活動の騒音がうるさいと近隣

住民から苦情があった。 

保護者が学校に，生徒間トラブルに関

する資料（事故報告書，調査時のメモ

等）の写しがほしいと要求してきた。 

保護者が，学校の児童・生徒への対応

が気に入らないと教員の謝罪と処分を

求め，学校がこれに応じないと訴えて

やると言った。 

生徒間の喧嘩で生徒がけがを負っ

てメガネを破損したところ，その

保護者が学校と教員にも責任があ

るとして治療費とメガネの代金を

請求してきた。 

判断に困ることが

ありますね。そん

な時は法的な立場

からアドバイスし

ます。 

コラム：新潟市のスクールロイヤー制度 

～学校園を法的に支援しています～ 
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 窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担  

 
窓１−③ 部活動指導員の配置，休日の部活動の段階的な地域移行【拡充】 

 担当課 学校支援課 

 校園内 校長，教頭，部活動担当 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 

教育委員会は，専門的な技術指導を目的とした部活動エキスパートや

サポーターの配置事業とあわせて，部活動指導員の配置を拡充し，学校

のニーズに応じて適切な配置を進め，教職員の負担軽減を図っていきま

す。 

また，文部科学省は，教員の多忙化の要因になっている部活動につい

て，令和５年度から段階的に地域や民間団体に移行する改革方針を示し

ており，令和３年４月から「地域部活動推進事業」の実践研究を開始しま

す。新潟市としては，施設・設備や指導者（地域人材）を確保する仕組み，

運営団体の確保，費用負担（予算確保）等について，文部科学省の方針を

踏まえたうえで準備・検討を進めていきます。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 

 窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担  

 
窓１－④ 登下校時の見守り体制の構築 

 担当課 学校支援課，教育総務課 

 校園内 生徒指導部，安全指導部，地域連携担当 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 

 登下校時の見守りについては，各小学校区で組織した「子ども見守り隊」

に登録した地域ボランティアによって行われています。また，各区に配備さ

れたスクールガード・リーダーが，学校や通学路等の巡回を行い，見守り

活動等について必要に応じて指導しています。「子ども見守り隊」に登録す

るボランティアは高齢化しており，活動をどう維持・拡充していくかを検討し

ていきます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 

配置継続 

移行準備 

配置拡充 

研究開始 

見守り活動の維持・拡充 
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 窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担  

 
窓１－⑤ 清掃，休憩時間等における外部人材の導入【新規】 

 担当課 教育委員会 全課 

 校園内 清掃美化部，給食指導部，生徒指導部，地域連携担当 等 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 校園内清掃については，教育的効果を踏まえつつ，合理的な回数や範

囲等を設定し，地域ボランティア等の参画や民間委託等の可能性を検討し

ていきます。  

また，休憩時間の見守り等に，地域人材等の参画・協力を得たりするこ

とにより，教師一人一人の負担を軽減していくための運営方法を検討しま

す。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担  

 
窓１－⑥ 地域と学校パートナーシップ事業の工夫改善【拡充】 

 担当課 地域教育推進課 

 校園内 地域連携担当，地域教育コーディネーター 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 

教育委員会は，学校の担当教職員や地域教育コーディネーターがより

自律的に活動できるよう，事務手引きの改定を進めるなど充実を図りま

す。また，校園長，教頭や担当教職員に向けた定期的な情報発信により，

事務処理がより円滑に行われるようにします。 

業務書式及び調査の見直し・改善を進め，事務負担の軽減を図ります。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

 
    

  

 
 
 
 
 

新潟市に導入するための課題の洗い出し，

実施に向けての検討 

先進自治体の 

事例研究 

業務書式の簡素化・統一化 
各種調査・報告の在り方を検討・見直し 

事務手引きの 

改定 
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 窓１ 地域・保護者・外部人材等との協働・分担  

 
窓１－⑦ コミュニティ・スクール推進事業を通じた支援体制づくり【拡充】 

 担当課 教育総務課，学校人事課 

 校園内 校長，教頭，主幹教諭，教務主任，地域連携担当等 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 

学校運営協議会の設置に伴い，学校が諸会議の整理・統合を進めま

す。これは，コミュニティ・スクール制度の想定される効果のひとつでもあ

り，令和２年度よりモデル校において実施しています。 

教育委員会では，モデル校での実施の状況をふまえ，全学校に周知す

ることにより，学校現場の多忙化解消につなげていきます。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全市立小学校・中学校・中等教育学校・

特別支援学校で実施 
モデル校（２２

校）で実施 
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窓２ 同僚との協働・分担 
 

 窓２  同僚との協働・分担 

 
窓２−① 教職員一人一人のアイディアを生かすシステムの構築 

 担当課 学校人事課 

 校園内 多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 

学校園では，教職員一人一人のもち味を発揮させ，学校運営の推進力

を生むため，各学校園単位で多忙化解消プロジェクトチームを組織し，校

務分掌に位置付けます。一人一人の教職員がアイディアを出しやすいよ

う，ファシリテーション等の場を設定することで，教職員が当事者意識を高

めて，各学校園の「チャレンジ３６０」への取組につなげます。これらの取組

は，校務支援システムの掲示板等を活用して，共有します。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

 
  

    

 
 
 
 
 
 

 窓２ 同僚との協働・分担 

 
窓２−② 一人一取組による「自分時間」の創造 

 担当課 学校人事課 

 校園内 多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 

教育委員会では，働き方改革一校一取組を実施し，有効な学校園の取

組事例を紹介してきました。 

学校園では，教職員個々が自らの実態に応じて，家庭で過ごす時間や

趣味など自己啓発のための時間を生むため，一人一人が状況に応じた取

組を実施してきました。一人一人の取組を教職員同士で情報交換したり，

校園長，教頭が助言したりします。学校に長くいることがよいことであると

の意識から，自分の時間を作り，生き生きと業務することがよいことである

との意識へ改革を図ります。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 

継続 

体制強化に向けた検討 

継続 

事例周知 
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 窓２ 同僚との協働・分担 

 
窓２―③ 部活動ガイドラインの徹底，部活動数の適正化【拡充】 

 担当課 学校支援課 

 校園内 校長，教頭，教務主任，部活動主任 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会では，部活動ガイドラインの徹底を図り，各校の適正な部活

動運営を支援します。また，学校現場の代表，中体連関係者，他課及び外

部の専門家も交えたかたちでの「部活動指導の在り方検討委員会」を組織

し，検討を始めます。持続可能な部活動と教職員の負担軽減を両立する

方策を考え，地域部活動への移行も視野に入れながら実行していきます。 

 各学校園では，適正な部活動数の検討を行うとともに時差勤務等を活用

し，複数顧問制によって一人当たりの部活動指導の負担の軽減を図って

いきます。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

       

 
 
 
 

 窓２  同僚との協働・分担 

 
窓２−④ 生徒指導体制の充実 

 担当課 学校支援課 

 校園内 校長，教頭，生活指導主任（生徒指導主事） 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 

生徒指導班指導主事が，いじめ・不登校の予防的な指導を進め，事案

が深刻化することによる負担の軽減を目指します。また，校園内の組織的

対応や関係機関との連携をコーディネートします。校内では，生徒指導担

当を中心に，情報共有システムの見直しなど，生徒指導体制の強化に努

めます。 

具体的には 以下の取組を行います。 

≪予防的な指導≫ 

○「校務支援システム」を活用した記録の共有と情報交換  

〇「いじめ・不登校初期対応ガイドブック」の活用促進 

≪課題解決的な指導≫ 

○校内対策委員会を中心とした組織的な対応の推進   

〇生徒指導班指導主事，SST，SSW をはじめ，関係機関との積極的な連

携 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

       

 

検討委員会設置 

検討開始 モデル事業 活動事例周知 

継続 

体制強化 

継続 

体制充実に向けた検討 
拡充 

情報共有の変更 
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教職員一人あたりの平均時間外在校等時間が最も長いのが中学校です。その１つの要因となって

いるのが，「部活動」です。平成 30 年度に策定した新潟市部活動ガイドラインには，練習時間につ

いて次のように示されています。 
・原則，平日は２時間程度以内 
・原則，土日，休日，長期休業日は３時間程度以内 

  
しかし，実際は平日に２時間の部活動をすると，終了が 18:00 を過ぎることも多く，そこから事

務作業等をすると帰宅がさらに遅くなるという実態もありました。 
そこで，K 中学校は勤務時間内にできるだけ部活動の時間を確保することで，時間外在校等時間

を減らそうという取組を実施しました。 
 

＜K 中学校の取組＞ 
 K 中学校では，右のように校時表を見直しました。清掃は週に 1 回の朝清掃，6 限終了 15:20(５
限終了 14:20)としました。６限の日でも２時間練習した後，遅くとも 17：30 には生徒を下校させ

るようにしました。 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム：部活動運営の工夫 
～時間外在校等時間を減らしながら，活動の質と量を担保する

～ 

・最初は活動ができる明るいうちに生徒を帰

すことに違和感を覚えましたが，生徒に時間

の意識が定着してくるにしたがい，以前より

生徒が主体的に活動するようになりました。 

 

・今まで部活指導をしていた時刻に授業の準

備等の仕事ができるため，早めに退勤するこ

とができます。おかげで，心身のリフレッシ

ュができ勤労意欲が増しています。 
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 窓２  同僚との協働・分担 

 
窓２―⑤ 時差勤務の導入と活用【新規】 

 担当課 学校人事課 

 校園内 校園長 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会では，給特法第７条に規定する指針に基づき，教育職員の

業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るため

の措置として，時差勤務を導入します。教育職員が，自らの業務内容とラ

イフスタイルを考慮した多様な働き方を可能にし，併せて出退勤時刻を見

直すことによって自らの勤務時間の適正化及び時間外勤務時間の縮減に

つなげることを目的としています。 

 規定の範囲内で，各校園の実情に応じて，校園長の裁量によって実施

時期や人数を決定します。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 

 窓２ 同僚との協働・分担 

 
窓２−⑥ ノー残業デー・ノー会議デー等の実施と休暇取得の促進 

 担当課 学校人事課 

 校園内 多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会では，ノー残業デー・ノー会議デーを月に数回，もしくは週に

１回，平日に残業をしない日を設定する等の学校園の取組を支援します。

また，学校全体や学年部単位で計画的に年次有給休暇を取得する等の

活動事例の周知を図ります。加えて，複数学級担任制や複数部活動顧問

制等の導入が年休を取得しやすくなるよう制度の周知を図ります。 

学校園では，ノー残業デーや休暇の取得を「見える化」するなど，実施

や取得がしやすい環境づくりを継続します。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 

各校で実施 

効果的な事例紹介 

実施 

方策の見直し 

実施 

活動事例周知 
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活用した先生の声 

 

 
 

 

教育委員会は，令和２年度から時差勤務の導入を段階的に進め，効果的な活用法を検証し，本

格実施に向けた環境整備を行っています。時差勤務取組校から，以下のような声がありました。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの声にあるように時差勤務には，働き方改革に向けて大きな効果（ライフスタイルに合わ

せた働き方の選択，働き方や勤務時間に対する意識改革等）があります。一方で，一年を通して学

校全体で，時差勤務を活用した働き方改革に取り組んでいくためには，時差勤務を前提とした学校

運営（校務分掌や教育課程の工夫等）が必要になってきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学校種や学校規模，職員構成など，各学校で事情は様々です。しかし，働き方改革はどの学校に

おいても必須です。時差勤務を効果的に活用した働き方改革について，検討を進めてみてはいかが

でしょうか。 

 

時差勤務の効果 
○ 早出，遅出のどちらも，教職員のライフスタイル等に合わせて積極的に活用し，働き方

改革につながっています。（ 子どもの送迎，通院，介護等） 

○ 職員全体の帰宅時間が早まり，勤務時間に対する職員の意識改革につながっています。 

○ 渋滞時間を回避することができ ，通勤の負担が減りました。 

○ 夏休み中，部活動を涼しい時間に実施できました。 

○ 各日，全体の半数を超えないよう調整する過程で「学年会の効率的運営と学年業務の分

担」「働き方と余暇の過ごし方」に関する有意義な話合いが行われました。 

時差勤務を前提とした学校運営の一例 
○ 一人の学級担任が朝の会，授業，給食，帰りの会すべてに出なければいけないシステ

ムを見直し，教職員が協働したり分担したりして，教育活動を進める学年運営や学校経

営を進めていく。 

・ 複数担任制やグループ担任制等を実施し，学年主任，早出の担任，遅出の担任等が情報

共有を密にして，学年運営を進める。 

・ 30 分早出の教員は，朝の子どもの出迎えや朝の会等の中心となり，放課後の活動は少

なめにして，16 時 15 分に退勤する。 

・ １時間遅出の教員は，朝の会には出ず，１限を空き時間として９時 15 分に出勤する。

放課後の活動（部活動や委員会活動等）の中心となる。 

※ 小学校においても，教科担任制を併せて実施することで，より多くの目で子どもの様子

を見たり，情報共有したりすることがスムーズになっていきます。 

「ありがたいです！」 
86 歳の一人暮らしの母親がおり，生活の様子を見て支える

ために，週２日の早出出勤制度を利用しています。母親の安否

確認，身の回り品の購入や通院の付き添い等に時間を使うこと

ができ，大変ありがたいです。 

私は今まで，仕事上，家族よりも担任をしている子どもや職

場での仕事を優先していた部分がありました。今後は家族も大

切にし，この制度が利用できる職場環境に感謝して，時差勤務

を活用できると嬉しいです。 

コラム：時差勤務の活用 

～時差勤務の活用で働き方改革を進めませんか？～ 
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 窓２ 同僚との協働・分担 

 
窓２―⑦ 教育活動の見直し・教育課程の工夫 

 担当課 学校人事課 

 校園内 校園長，教頭，多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会では，夏季休業及び冬季休業中に休暇取得推進日を設定

し，教職員が年次有給休暇を取得しやすい環境整備を進めます。 

学校園では，休暇取得促進日に教職員が確実に休めるよう，年間計

画を策定します。併せて，年間行事や教育活動の見直しを進め，効果的

で無理のない教育課程づくりに努めます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 
 
 
 

 窓２ 同僚との協働・分担 

 
窓２―⑧ 中学校学年担任制の推進【新規】 

 担当課 学校支援課，学校人事課 

 校園内 校園長，教頭 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

一つの学級を一人の教員だけが学級担任として受け持つのではなく，

学年部スタッフが協働して学級を見ることで，業務を学級担任まかせにし

ないシステムづくりと，複数の目で子どものよさを見出し伸ばしていく支

援・指導が可能になります。 

各中学校では，学校の事情や特性を勘案した上で，学年担任制等に

より学級担任一人が業務を抱え込まないシステムづくりを進めます。 

教育委員会は，学級経営の協働・分担の啓発を進め，好事例の発信

を行います。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 

実施 

先進校のモデルの周知 

実施 

先進校のモデルの周知 
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 窓２ 同僚との協働・分担 

 
窓２－⑨ 学校事務共同実施の推進 

 担当課 学校人事課 

 校園内 事務職員，多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

本市の強みである学校事務・業務の共同実施組織を生かします。地

域学校事務支援室を要とし，共同学校事務室単位での情報交換・共有

等により，本市全体の業務改善を発展させます。各学校で行われている

好事例を自校にもち帰って実施すること（自校化），区単位やグループ単

位で実施すること（水平展開）で，その効果を広めていきます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施 

事例周知 
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窓３ 教育委員会等との協働・分担 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－① 学校評価における働き方改革に関する項目の設定 

 担当課 学校支援課 

 校園内 教務主任 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会は，Ｒ２年度より，新潟市の学校園教育の重点が改訂しまし

た。これに伴い，学校園の評価項目も新しい重点と関連させ，内容を精

選・重点化します。 

 その際，実態に即した評価を行うことができるよう，各学校園が自由に設

定できる項目を新設しました。これにより，学校園の独自性を保障するとと

もに，教職員の働き方に関する評価項目を設定することが可能となりま

す。 

また，提出形式は，従来実態と評価で A４サイズ 10 枚程あったものを，

A３サイズ 1 枚にしました。提出方法はメールとし，それに伴い，公印を廃

止しました。さらに，参考資料の添付もなくしました。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－② 働き方改革の観点を踏まえた人事評価の実施 

 担当課 学校人事課 

 校園内 校園長，教頭 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 教職員人事評価に働き方改革の観点を踏まえた項目を設定します。 

 標準職務遂行能力の校園長，教頭の評価項目に，「業務管理力」を設定

します。教職員の勤務実態を把握し，進捗状況や課題をとらえ，業務全般

が適切に行われるよう調整を図ります。 

 教諭等の評価項目には「改善力」を設定します。自身の業務の進め方に

ついて，時間効率を意識して，常に工夫・改善を図ることを目指します。 

 多忙化解消や働き方改革の視点を教職員人事評価に反映させること

で，効率的な業務遂行への意識改革を図り，教職員のワーク・ライフ・バラ

ンスを確立します。   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 

働き方改革に関す
る評価項目の検討 

働き方改革に関する評価項目の設定 

実施 

継続的な見直し 
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 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３−③ 目安となる出退勤時刻の設定 

 担当課 学校人事課 

 校園内 多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

出退勤時刻の適正化を図るため，教職員が遅くとも退勤時刻の目安ま

でには退勤するように促します。校園長，教頭は，業務内容や時間外在校

等時間の状況を把握し，原則 19：00 までには，すべての教職員が退勤す

るように働きかけます（明鏡高等学校夜間部を除く）。また，朝の就業時刻

前の時間外在校等時間を縮減するため，原則 7：00 前には出勤しないこと

とします。 

＜出勤時刻の目安＞ 

全学校園   ７：00 前には出勤しない。 

＜退勤時刻の目安＞ 

小学校・特別支援学校・幼稚園   18：30 までには退勤 

中学校・高等学校・中等教育学校  19：00 までには退勤 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３−④ 長期休業中の学校閉庁日，休暇取得促進日の設定 

 担当課 学校人事課 

 校園内 校園長，教頭 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

夏季休業中の旧盆期間，冬季休業中の年末年始期間に学校閉庁日，

その前後の期間に休暇取得促進日を設定します。また，学校閉庁日にお

ける緊急時の連絡等を教育委員会が行う体制を継続します。 

校園長，教頭は，研修や会議等を設定しないことで，休暇を取得しやす

い環境を作ります。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 

実施 

取組徹底 

実施 

拡充の検討 
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 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－⑤ 働き方改革通信による好事例の共有 

 担当課 学校人事課 

 校園内 多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 働き方改革に係る教育委員会の施策を，教職員等にわかりやすく解説し

ます。また，働き方改革に積極的に取り組み，成果を上げている学校園の

教職員の生の声を取り上げ，市全体の働き方改革に対する機運を盛り上

げていきます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３―⑥ 市幼研・市小研・中教研との連携・協議【拡充】 

 担当課 学校支援課 

 校園内 研究主任，情報教育主任 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

出張での移動時間を短縮することを目的に，新潟市小学校教育研究協

議会と連携し，オンラインでの例会や授業研究の推進を行います。具体的

には，ウェブカメラや端末，Zoom アカウントを補助金で整備できるように

し，オンライン上での情報の扱い方について助言します。また，新潟市幼

稚園教育研究協議会、新潟市中学校教育研究協議会にも，オンラインで

の研修の可能性についての検討に際し，助言していきます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 
 

内容を改善してさらに継続実施 継続実施 

導入・実施 実施・修正 
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 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３―⑦ 教育関係諸団体等の活動の見直し【新規】 

 担当課等 学校人事課，学校支援課 

 校園内 校園長 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 教職員が任意で参加している教育関係諸団体の活動について，公務とし

て認められるものと認められないものに整理していきます。公務として認め

られない活動は，勤務時間外に設定するよう働き掛けていきます。また，

設立当初の目的を達成した団体について，整理・統合を進めるよう働き掛

けます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－⑧ 校務支援システムによる事務の効率化 【新規】 

 担当課 保健給食課   

 校園内 校長，教頭，養護教諭，栄養教諭，  

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

学校保健統計や感染症報告，給食実施報告など保健や給食に関する各

種調査，報告について，校務支援システムを活用した方法に見直し，教職

員の事務の軽減を図ります。   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 
 

団体の整理・統合の推進 
関係諸団体の活

動実態の把握 

方法等の見直し

による実施 
方法等の見直しの継続実施 
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令和３年度から本稼働する統合型校務支援システム（C4th）の機能を活用して教育委員会との情

報共有を図るとともに，事務処理にかかる業務負担の軽減と効率化を図ります。 

 

〇保健管理機能 

 
 
 
 

各学校での集計値を教育委員会へ報告できる機能を有しています。 

 

〇グループウエア機能（書庫や文書連絡）の活用 

 教育委員会が共通して使用する文書を「書庫」に格納すると，各校でダウンロードすることがで

きます。 
また，照会や報告，調査などには「文書連絡」の機能を使用し，教育委員会から配付された依頼

文書について，学校側が受信し，回答案文を添付，返信することが容易にできます。 
 
 
 
 
 

コラム：校務支援システムＣ４ｔｈを活用した 

調査報告方法の改善 

～保健統計関連と給食実施における事務の軽減と簡略化～ 

 
 
 
 
（1）健康診断の結果を登録できます。 
（2）健康診断の結果を健康診断票として

作成できます。 
（3）健康診断の結果を各種の受診勧告書

として作成できます。 
（4）健康診断の結果を健康診断一覧表と

して作成できます。 

 
 
 
 
（1）保健室の利用状況を登録できます。 
（2）利用状況一覧を印刷できます。 
（3）来室した児童生徒を画面上で確認で

きます。 
（4）児童生徒に対して行った健康相談に

ついての記録を登録できます。保健室

来室情報は，抽出条件を設定したうえ

で，データ（Excel）として集計結果を

出力できます。 

健康診断 保健室利用 
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 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－⑨ 給与・手当支給手続きの電子化・システム化 

 担当課 教育職員課 

 校園内 校園長，教頭，事務職員  

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会は給与等にかかる内申について，押印の廃止や旅費の審査

にかかる資料のＰＤＦ化，さらに電子メールでやり取りをするなど，事務の電

子化・システム化を進めていきます。また，学校園において円滑に事務処

理が進められるよう，給与や旅費に関するマニュアルを随時改訂していき

ます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

 

  

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３−⑩ 保護者への連絡方法のデジタル化・ICT 活用の推進【拡充】 

 担当課 学務課，学校支援課，学校人事課 

 校園内 校園長，教頭，主幹教諭，多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

学校園は，ＰＴＡ等と連携して理解を得ながら，保護者アンケート等を

WEB 上の各種フォームを活用して実施するなど，従来紙ベースで実施して

きたことをデジタル化することで，教職員の業務削減を進めます。また，学

校だよりなど，紙で配付していたものを PDF で保護者にメール配信する等

の取組も推進します。 

教育委員会は，校務支援システムや GoogleSuite の活用により，業務の

削減・簡素化・効率化が図られることについて情報提供を行ったり，適宜助

言したりするなどして学校園の実態に応じて支援します。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 

方法等の見直しによる実施 

実施の準備 

システムの機能周知 
実施 

対象の拡充 
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「保護者アンケート」の集計や健康観察，保護者会への参加確認等を 

効率よく行います。 

 「保護者会の出欠確認がまだ提出されていない。電話連絡しないといけないなぁ」 

「保護者アンケートに答えてもらうのはありがたいけど，集計するのは大変だなぁ」 

教員であれば，一度は経験したことがあるのではないかと思います。 

こうした業務を，もっと効率よく行うことができないだろうか，各校園が創意工夫して取り組ん

でいます。 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 欠席連絡を Google フォームで行うことで，朝の電話対応を減らし，授業準備の時間を確保しよ

うという取組も全国では報告されています。 

 
 
 

コラム：保護者連絡もデジタル化を進めよう 

～ICT を活用して効率よく情報伝達する～ 

A 小学校では，休校期間中に Google
フォームを使った健康観察を行い，児

童の健康状態を把握しました。担任が

家庭へ電話連絡することもほとんど必

要なくなり，業務の軽減を図ることが

できたそうです。 

B 小学校では，学校評価の保護者ア

ンケートを，児童を通じて回収してい

たものから，Google フォームを使っ

たアンケートに切り替えました。 
学級担任はアンケートを回収した

り，集計したりする業務がなくなり，

好評だったそうです。保護者からは，

いつでも回答できるので，すごく楽だ

との声があったそうです。 
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 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－⑪ 教育実践などに役立つコンテンツの共有【拡充】 

 担当課 総合教育センター，学校支援課，学校人事課 

 校園内 研究主任，情報教育主任 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

よりよい授業づくりを効率よく行うために，多様な実践や良質なコンテン

ツを共有できる場を構築します。 

総合教育センターのホームページに，「学校で使えるデジタルコンテン

ツ」を公開し，学習指導案や掲示用教材，学習プリントなど授業に使えるデ

ータを提供します。さらに，幼・小・中学校の教育研究協議会と連携し，良

質なコンテンツの充実を進めます。授業づくりにかかわる資料作成の支援

をすることで，準備にかかる負担軽減を図ります。 

また，学校支援課が運営するホームページ「GIGA サポートウェブ」に，

主に ICT を活用した授業づくり等の資料を公開し，GIGA スクール構想に基

づく教育実践の推進を図ります。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３―⑫ 教育委員会主催研修の精選・オンライン化の推進【新規】 

 担当課 総合教育センター，学校支援課，学校人事課 

 校園内 研究主任，情報教育主任 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会が主催する研修について，教職員のニーズに応じた研修を

一層推進するため，既存の研修内容及び方法を見直し，研修の精選を進

めます。オンラインが適している研修についてはその取組を推進し，出張

に要する移動時間を削減します。 

また，初任研及び中堅研において，受講者が提出する研修計画や実施

報告等各種文書について，文書そのものの廃止，簡素化，職印廃止等可

能な限り簡略化を進め，受講者の負担軽減を図ります。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 

実施・修正 

実施 

効果測定，修正 
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教育委員会では，ウィズコロナ時代の新しい学校教育をリードする力量をもった 

教職員の育成のため，研修内容や方法の見直しを進めています。研修方法の見直し 

のひとつとして，コロナや GIGA スクール構想への対応，働き方改革の点なども踏 

まえて，オンライン研修の導入を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらのことを踏まえて，オンライン研修と集う研修を使い分けて，よりよい教職員研修の在

り方を模索していきます。 

 令和２年度に試行的に実施したオンライン研修のアンケートでは，このような声がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後は，以下のような方針で研修方法の見直しを進めることで，人材育成と多忙化解消の同時達

成を目指します。 

○ 集合型研修やオンライン研修のよさをうまく組み合わせたハイブリット型の研修を検討・実施

する。 

○ 顔を合わせての情報交換，ネットワークづくり等にも大きな意義があると考えられる研修は，

集合研修の形で実施する。 

○ グループワークが中心になる研修は，集合研修や研修者の近隣校に数人が集合する形で実施す

る。 

○  講師が伝達する内容が中心となる研修は，可能な限りオンラインで実施する。 

 

コラム：教職員研修の内容・方法の見直し 

～研修のオンライン化，ハイブリット化を進めています～ 

オンライン研修のメリット 

様々な講師による研修が可能，大人数の研修参加が可能，いつでも研修動画の視聴が可能

（オンデマンドの場合），移動時間が要らない，旅費が要らない，気軽に参加できる，等 

オンライン研修のデメリット 

 参加者との意見交換や交流がやりづらい，臨場感や熱気といったものが伝わりづらい，等 

・ オンラインでも大変分かり易く，今後の研修スタイルとして「あり」だと思った。可能で

あれば，近くの勤務校の受講者数名で集合してのオンライン研修でもいいと思った。 

（小・教頭：オンライン研修） 

・ これからの研修は Zoom で行い，費用削減や多忙化解消につなげてほしい。 

（中・研究主任：オンライン研修） 

・ 校内研修に位置付けて，教職員全員で参加したい。 （小・情報主任：オンライン研修） 

・ 移動がなく，時間にゆとりがあった。          （初任者：オンライン研修） 

・ 講座内容には満足しているが，周りの初任者の方と相談や意見交換ができなくて残念であ

った。                        （初任者：オンライン研修） 

・ 講師の先生から対面で直接お話を聞けたことがよかった。自分と同じ新採用としてがんば

っている先生方と話をしながらの研修だったので，安心して受講することができた。 

（初任者：集う研修） 

・ 他校の新任教頭と情報交換ができて良かった。困ったときに頼れる人が増えた。 

（中・教頭：集う研修） 
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 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３−⑬ 出退勤管理システムを活用した業務の適正化 

 担当課 学校人事課 

 校園内 校園長，教頭 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

校園長，教頭は，校務支援システムの出退勤の機能を利用して，教職

員の在校等時間を把握します。データを基に，教職員と面談を実施し，

個々の実態を把握し業務の進め方を助言したり，校園内で業務量の適正

化を図ったりすることで時間外在校等時間の削減に努めます。 

教育委員会は，市内全学校園の実態を把握し，実態に応じて学校園に

指導・助言することで，時間外在校等時間の削減を支援します。 

 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－⑭ 快適な学校施設の整備 

 担当課 施設課 

 校園内 校園長，教頭，事務職員，用務員 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会は施設改修の際に学校園と意見交換，協議を行いながら，

学校園施設が教職員や児童生徒にとって快適な施設となるよう環境整備

に努め，教職員の負担感の軽減を図っていきます。また，来訪者対応や施

設内での連絡が効率的に行えるよう，大規模改造工事にあわせて，玄関

や普通教室と特別教室を有する各階廊下から職員室につながるインター

ホン等通信機器の設置を進め，学校園運営を支援していきます。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 

実施 

事例周知 

意見交換・協議しながら整備実施 
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 令和３年度から校務支援システム（C4th）による出退勤管理開始 

  
これまで新潟市では，独自に開発した出退勤管理

システムを活用し，教職員の時間外在校等時間を把

握してきました。 

 令和３年度からの校務支援システム導入に伴っ

て，出退勤管理システムを変更しました。 

 

 操作方法は簡単です。 

 ①出勤したら，共用 PC または自分の PC     

を起動し，システムの自分の名前をクリ    

ックする。 

 ②「出勤を記録」をクリックする。 

 ③出勤時刻を登録した教職員のボタン 

に色が付く。 

 ④退勤する場合も，退勤モードに切り替 

えて，同様の操作をします。 

  

 これまで，時間外在校等時間の状況について前月

の報告を翌月の７日までに教頭が全教職員分をま

とめて，教育委員会に報告していました。新たなシ

ステムでは，グループウェアにより教育委員会と学

校園がネットワークでつながることによって，随時教育委員会が学校の状況を把握することが可能

になります。教職員分を回収し，整理して報告していた教頭の業務が大幅に削減されると考えられ

ます。 
 
 
 
 
 

コラム：出退勤管理システム 

～出退勤時刻を意識し，一人一人の意識改革を～ 
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 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－⑮ 統一ルールによる時間外の電話応対の実施 

 担当課 学務課   

 校園内 校園長，教頭  

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

勤務時間の適正化を図るため，勤務時間外の電話応対について，全市

統一のルールで実施します。 

◇朝   7:45 から 

◇夕方 幼稚園，小学校，特別支援学校 18:00 まで 

      中学校，高等学校，中等教育学校 19:00 まで 

      （明鏡高等学校夜間部は 21:45 まで） 

また，教育委員会は，勤務時間外の電話対応について，教職員の負担

を減らす目的から，音声応答ガイダンス機能を付加したものに，切り替え

設置を行っています。切り替えは電話機の更新時に併せて設定する予定

です。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－⑯ 働き方改革研修，メンタルヘルスケア研修の充実 

 担当課 教育職員課，学校人事課，総合教育センター 

 校園内 校園長，教頭，多忙化解消プロジェクトチーム 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

 

新任校園長研修，新任教頭研修等を通して，職場全体のメンタルヘル

スに係る研修を行います。また，教職員対象のメンタルヘルス研修を通し

て，自身の心身の健康の維持・増進に対する実践力を高めます。 

また，学校園主催の働き方改革研修会に教育委員会が積極的に共催・

後援を行い，好事例を市全体に周知していきます。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 

順次設置（年度

末完了予定） 
音声ガイダンス付き電話を活用した 

電話応対の実施 

内容を改善してさらに継続実施 継続実施 
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教職員の多忙化・長時間労働を解消し，子どもたちによりよい教育を行うため，授業づくりや

事務に専念できる環境をつくれるよう，電話応対時間帯を統一し，勤務時間外や休日の電話対応

については，自動音声によるメッセージ対応に切り替えています。 

市内小中学校では，平成 31 年（令和元年）度から順次，自動音声によるメッセージ対応（音声

応答）の機能がついた電話機に更新を計画的にすすめています。 

 

 

 

 
 

 

 

                        
  

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

自動音声メッセージ機能付き電話機の整備状況 
              （令和２年１２月現在） 

校  種 小学校 中学校 計 

設定済 ６１  校 ３６  校 ９７  校 

令和２年度中設定変更 ２５  校 １３  校 ３８  校 

令和３年度更新時変更 ２０  校 ７  校 ２７  校 

合  計 １０６  校 ５６  校 １６２  校 

    新潟市立学校園における電話対応時間帯等（令和元年 6 月 1 日から全面実施） 

平日の朝 

午前７時４５分から 

（ただし，教職員が出勤している場合に限る。） 

※広域から通学している中等教育学校，高等学校，スクールバスで通学している学校園は，実情に応じ

て応対時間帯，連絡先をお知らせする。） 

平日の夕方 

幼稚園，小学校，特別支援学校は，午後 6 時 まで 

中学校，中等教育学校，高等学校は，午後７時 まで 

（明鏡高等学校夜間部は，午後 9 時 45 分まで） 

休日等 
学校の電話での応対は行いません。 

（部活動の欠席連絡は，各学校から示された連絡方法による。） 

長期休業日 勤務時間内（概ね午後 4 時 45 分頃まで） 

教職員の勤務時間 平日は，概ね午前 8 時 15 分から午後 4 時４５分まで 

※休日，夜間の子どもの安全に係る事件，事故等で，学校園と情報共有が必要と関係機関が判断した場合は，上記時間帯以外であ

っても，関係機関と教育委員会，学校園が連携して対応する。 

コラム：新潟市立学校園における電話対応 

～ 自動音声メッセージ機能付き電話機の整備 ～ 

午後６時以降は電話対応の必要が無いので，計画的に自分の仕事を

進めて早く帰宅することができます。とてもいいです。 

B 先生の声 

朝７時４５分前の電話には，自動で対応してくれるので電話が鳴っ

ても安心です。朝の準備がしっかりとできるのでありがたいです。 

A 先生の声 
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 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３―⑰ 教職員の健康及び福祉の確保 

 担当課 教育職員課，学校人事課 

 校園内 校園長，教頭 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

教育委員会では，校務支援システムのポータル機能を利用して，安全

衛生委員会情報誌の回覧，生活習慣病の啓発情報や保健師相談窓口の

周知など，健康増進等に関する啓発活動を積極的に行っていきます。（学

校園における文書回覧等の簡素化を図りながら行います。） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３―⑱ 会計業務の負担軽減化 

 担当課 教育委員会 全課 

 校園内 校園長，教頭，栄養教諭，事務職員 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

学校給食費や教材費，修学旅行等の学校徴収金については，徴収や

管理，未納者への督促等，学校園において大きな負担となっています。給

食費公会計化や教材費の業者への直接納入等により効果を上げている

地方公共団体の事例を研究しながら，本市の学校現場の会計業務の負

担軽減の方策の検討を進めていきます。 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     

  

 
 
 
 
 
 

実施 

課題の洗い出し，具体的方策の検討 
先進自治体の 

事例研究 



44 
 

 
 窓３ 教育委員会等との協働・分担  

 
窓３－⑲ 小学校高学年における教科担任制の推進【拡充】 

 担当課 学校支援課，学校人事課 

 校園内 校長，教頭，教務主任，研究主任 

 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進める方向 

 

国の政策との関連も見据えながら，小学校高学年において教科担任制

を実施するために専科教員を配置します。専科教員の配置により，専門性

の高い授業を実施することができます。また，多くの教員が子どもたちにか

かわり，情報を共有して指導に当たることができるため，安定した学級・学

年経営を行うことができます。さらに，担任の担当授業時数や教材研究の

負担が減るなど，教員の業務の負担軽減が図られます。 

各校においては，外国語，理科及び算数を中心に，担任や級外職員が

学年学級を越えて得意分野を生かして学習指導ができる仕組みを構築

し，令和５年度には，学校の実態に合わせた教科担任制を実施します。   

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

先進校での推進 段階的な導入 全学校で実施 
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コラム：小学校高学年における教科担任制の推進 

～教科担任制でより質の高い授業＆働き方改革を！～ 

Ｓ小学校では，学年内で授業を交換し合う形で教科担任制を実施しています。 
◇ 教科担任制のねらい 

 ・複数の職員で児童とかかわり情報共有することで，児童理解を深める。 
 ・担当教科の教材研究や評価にあてる時間を確保し，より質の高い授業を行う。 

教科担任制の導入により，教材研究の時間を確保すること

ができ，授業の質がより高まります。また，複数の職員が子ど

もに関わり，様々な情報を学年で共有しながら指導・支援し

ていくことができます。 
先生方にも，時間的・精神的なゆとりが生まれていること

が「声」から分かります。 

○各学年の交換授業の実際 

【１年】 生活，音楽，図工 
【２年】 国語，音楽，図工 
【３年】 社会，音楽，図工  
【４年】 国語，算数，理科，図工 
【５年】 理科，社会，音楽・家庭  
【６年】 音楽，家庭 

先 生 方 の 声 

教材研究や授業の

準備などが短時間で

でき，昨年度に比べ

残業が減りました。 

他学級の児童の様

子がよく分かるよう

になり，それが，み

んなで子どもをみて

いるという安心感に

つながっています。

生徒指導にかける時

間が減りました。 

評価について基

準を統一しやすく

なり，日頃から子

どものよさを伝え

合っているので，

学年での打合せの

時間が確実に減り

ました。 

指導する教科が

少なくなった分，

準備の時間が減り

ました。同じ授業

を複数回できるの

ですぐに改善をし

ながら実施できま

す。  

５年１組 
担任Ａ 

５年３組 
担任Ｃ 

５年２組 
担任Ｂ 

理科３時間 

社会３時間 

 
 

社会３時間 

音楽 1.5 時間  家庭 1.5 時間 

理科３時間 

音楽 1.5 時間 家庭 1.5 時
間 

英語専科 ２時間 ２時間 

２
時
間 

５年生の例 



令和３年度の授業づくり

授業づくりリーフレット電子版「e-Support」について

新潟市では，主体的・対話的で深い学びの実現に向け，児童生徒がＩＣＴを活用する

授業づくりを以下のように推進する。

＜授業改革～令和３年度の授業づくり～＞

令和時代の授業づくりでは，「『単元・アウトプット・振り返り』を意識した授業を

構想し，子どもがＩＣＴを活用する授業づくり」を目指す。

そのために，以下の３点を学校園で取り組むように伝えている。

① 児童生徒がＩＣＴを活用した授業を構想し，実施する。

② アウトプットを重視した授業への意識改革を図る。

③ 単元全体の展開を考えて１単位時間の授業を構想する。

令和３年度は，特に学習過程の追究場面で一人１台端末を活用し，子どもが獲得した

知識や学び方を表現する「アウトプット」を重視した授業への意識改革を図る。

なお，単元全体での授業のつながりや子どもの思考のつながりを見通して，１単位時

間の授業を構想することや，振り返りの中で，子どもが身に付けた資質・能力を自覚で

きるように，指導と評価の一体化を図ることも各校の実態に合わせて取り組む。

上記のような授業改革を教職員が自信をもち，各校で滞りなく進められるように，教

育委員会学校支援課では，授業づくりの考え方や教科の単元全体での指導内容などを紹

介した授業づくりリーフレット電子版「e-Support」を作成し，教職員用のタブレット端

末で共有を図り，活用できるようにする。

「e-Support」のコンテンツより抜粋

学校教育の重点

目指す資質・能力を育成する授業の質的な向上

◇カリキュラム・マネジメントの推進

○カリキュラム・マネジメントに向けた教育課程はどう編成したらよいですか？

○担任が行うカリキュラム・マネジメントはどのようなものですか？

◇「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改革

○目指す子どもの姿は？ ○今までとどこが違う？

○タブレット端末はどんな使い方ができるの？ ○アウトプットとは？

○教科等の授業例が知りたい？ ○情報活用能力とは？

◇探究的な学習の充実

○探究の過程とは？ ○単元・題材の構想のヒント ○パイロット校の実践に学びたい
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重点の木をクリックすると，
見たいページにジャンプしま
す。

①

カリキュラム・マネジメントの推進

新潟市版単元題材一覧表はこちらから

単元題材一覧表にはどのような活用方法がありますか？

担任が行うカリキュラム・マネジメントとはどのようなものですか？

カリキュラム・マネジメントに向けた教育課程はどう編成したらよいですか？

見たいところをクリック！

②
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① 目指す幼児・児童・生徒像の明確化

② 教育目標等の見直し

③ 学校・園としての重点の設定

④ 重点となる教育活動の選定

（単元・題材）の選定

➄ 教育課程全体の見直し

STEP１
学校の課題をもとに
育てたい資質・能力
を明確にする

STEP３
教科横断的な学習を
構想する

STEP２
単元題材一覧表を俯
瞰し、課題解決の視
点で見直す

カリキュラム・マネジメントに向けた教育課程の編成は？

カリキュラム・マネジメントは，学校の独自性を生かした教育課程の編成から始まります。各
校では，教育目標を見直し，子どもに育てたい資質・能力を明確にし，学習活動や実施時期を
検討していただきたいと思います。

③

ＳＴＥＰ２

単元題材一覧表を俯瞰
し，課題解決の視点で
見直しましょう。

ＳＴＥＰ３

教科とのつながり，学年間のつながりから，情報教育・環
境教育・地域教育・福祉安全教育・国際理解教育・安全防
災教育などの教科横断的な教育を考えましょう。

国語に情報活用能
力を伸ばす単元が
あるね。
1～5年生までにど

んな内容を扱って
いるのかな。

うちの学校の課題
は論理的な思考力
だから，この国語
の説明的文章の学
習を重点単元にし
たらどうかな。

総合的な学
習とつなげ
られそうだ
よ。

担任が行うカリキュラム・マネジメントとはどのようなものですか？

防災教育や社
会科ともつな
がるね。

じゃあ、うちの学年のカリキュ
ラムはこんなイメージだね。

各学年で習得す
べき情報活用ス
キルを決めま
しょうよ。

まちづくりに
役立つ主張大
会なんていい
かも。

主張と事例の述べ
方は，思考ツール
のピラミッド
チャートを使うと
いいね。

④

報告　4



重点の木をクリックすると，
見たいページにジャンプしま
す。

①

令和の新潟市の授業づくり

今までとどこが違う？

目指す子どもの姿は？

アウトプットとは？

優れた学習課題とは？

「まとめる」と「振り返る」の
違いは？

各教科等の授業例が知りたい

タブレット端末はどんな使い方ができるの？

情報活用能力とは？

見たいところをクリック！

情報の
収集・精査

アウト
プット

考えを
形成

②
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アウト
プット

考えを
形成

考えを広げ深める

情報の
収集・
精査

子どもの姿 学習過程

・自ら課題をつくり，その解決に向けて協働的・対話的に考えを広げ深めていく子ども
・自分の学びを振り返り，自分に付いた力を自覚し，次につなげる子ども
・情報活用能力を育みながらICTを活用して学ぶ子ども

目指す子どもの姿は？

③

こ
れ
ま
で

こ
れ
か
ら

１時間を例に、ICT活用のよさについて考えてみましょう。
同じようにノートに「自分の考えを書く」活動からスタートしても，ICTを活用

することにより，時間効率がよくなり，話し合い等によりじっくり考えを広げ
深めることで結果的に資質・能力を育むことにつながります。

今までとどこが違う？ part2

④
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アウト
プット

考えを
形成

情報の

精査

情報の
収集・
精査

考える知識を得る

伝え合う

教材と出会ったり
教師の説明を含む
情報を収集したりする

思考ツール等を使い，
考えを形成する

協働を促すのが目的で
友達と話し合い，考え
を表出する

自分の学びの姿や思考
の跡を写真や動画等で
記録する
それを基に振り返る

タブレット端末はどんな使い方ができるの？

記録する

新潟市では，タブレットをご覧の４つの役割をもつメディアとして捉えます。学習過程のそれ
ぞれで活用し，学びを広げたり進化させたりできます。

⑤

情報の収集
解決に向けて必要な情報を集める。

↓ ↑
考えの形成

協働的対話的な学びを通して必要な情
報を精査して自分の考えを形成する。

↓ ↑
アウトプット

子どもが獲得した知識や考え方を自分
の方法で自分の言葉で表現するアウト
プットを行う。

アウトプットとは？

アウトプットは，対象とのかかわりの中から，情報収集した知識や既有知識と関連付けて学習
課題の解決に取り組む中で，子どもが獲得した知識や考え方を自分の方法で自分の言葉などで
表現することです。（アウトプットの姿として文字的・図的・数的・操作的・身体的・音楽的
な表現をする学習活動が考えられます。）

アウト
プット

情報の
収集・
精査

考えを
形成

「考えを形成」しながら「アウトプット」することや，「考えを
形成」しながらもう一度必要な「情報を収集」することなど，こ
の三つは，タブレットを活用しながら往還するよ。

また，「考えの形成」と「アウトプット」は，教科によっては，
一体的に行われる場合もあるよ。

⑥
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教科等の授業例が知りたい

教科・領域名をクリックしてください。令和の学習過程に基づく単元のデザ
イン例があります。

授業の中でICTをどう活用するかについても具体例が載っているよ。

国語 社会
算数
数学

理科

音楽
図画工作
美術

技術･
家庭

体育
保健体育

外国語

道徳 総合
外国語
活動

特別活動

生活

（工事中）

（工事中）

⑦

情報活用能力とは？

令和２年度から順次実施されている新学習指導要領で示された「学習の基盤となる資質・能
力」の一つです。

タブレット端末で情報を収集したり，整理・比較したり，分かりやすくアウトプットした
り，保存・共有したりすることができる力です。

そのために必要な基本操作やプログラミング的思考，情報モラルも含みます。
全ての教科・領域でICTを活用して，アウトプットを含む令和の学習過程の中で情報活用能力を
育みましょう。

教科aで育まれた情報活用能力Aが教科ｂやｎに転用されることもあるよ。
情報活用能力AやBが高まることによって，教科aやｂの資質・能力も向上
するよ。

教科a 教科b 教科n・・・

A

A B N
〇 言語能力
〇 情報活用能力（情報モラルを含む）
〇 課題発見・解決能力 等

学習の基盤となる資質・能力

〇 言語能力
〇 情報活用能力（情報モラルを含む）
〇 課題発見・解決能力 等

学習の基盤となる資質・能力

⑧
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①

探究の過程とは？

次の４つの過程が基本です。
課題の設定 → 情報の収集 → 整理・分析 → まとめ・表現
これが発展的に繰り返されることで，自ら課題を設定し自ら解決していく子どもを育みます。

課題の設定：実社会や実生活の中から問いを見出し，自ら課題を設定
する。

情報の収集：必要な情報を取り出したり，収集したりする。

整理・分析：問題解決を見通して情報を処理する。多様な手法で収集
した情報を構造化・可視化し，多様な視点から分析する。

まとめ・表現：結論、主張の伝え方を吟味し，他者に伝えたり，議論
したりする。

②
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新たな課題

アウト
プット

考えを
形成

情報の

精査

情報の
収集・
精査

まとめ

１クール目
「地域のお宝発見」

２クール目
「地域を元気に」

アウト
プット

考えを
形成

情報の

精査

情報の
収集・
精査

まとめ

〇〇地域には自
慢がいっぱいあ
ることが分かっ
たよ。

探究の過程を発展させながら１クールで終わらずに，課題意識を２クール目につなげて単元・
題材を構想しましょう。

単元・題材の構想のヒント

でも，人口が
減っている。
どうしてかな？

新たな課題

同じような悩みを克
服した地域はあるの
かな？検索してみた
いな！ ③

山の下小学校実践報告書

小針小学校実践報告書

小針中学校実践報告書

味方中学校実践報告書

上所小学校 動画

パイロット校の実践に学びたい

新潟市授業改革パイロット校の実践を紹介するページです。
学校をクリックすると，実践報告が見られます。

④
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